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箇所名：二本松・安達地区土地利用一体型水防災事業
に ほ ん ま つ あ だ ち

１．事業の概要

１）位 置：福島県二本松市
に ほ ん ま つ し

２）河川名：阿武隈川水系阿武隈川上流
あ ぶ く ま が わ

３）輪中堤延長：約4.4km

４）総事業費：約81億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
・平成10年8月及び平成14年7月洪水で浸水被害を受けた二本松地区において、輪中

堤の整備や宅地嵩上げ等により早期の治水効果発現を図る。

２）必要性：
・二本松・安達地区は無堤部であり、平成18年8月洪水では3戸、平成14年7月洪水

では29戸の浸水被害が生じており、早期の治水対策が必要であり、地元要望も強
い地区である。
このことから、国により輪中堤や宅地嵩上げ等のハード対策を実施し、連携して
自治体が災害危険区域を指定し住家建築の規制などのソフト対策を行うことに

より、ハード・ソフト両面から家屋浸水被害の解消を図る必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
84億円 69億円 1.2

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】被害防止便益 84億円
【主な根拠】年平均浸水軽減戸数：3戸 年平均浸水軽減面積：3ha

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規事業着手

６．関係者の意見
二本松市から早期整備の強い要望がある。

様式Ｃ
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箇所名：渋谷川・古川床上浸水対策特別緊急事業
し ぶ や が わ ふ る か わ

１．事業の概要

１）位 置：東京都港区、渋谷区
みなとく し ぶ や く

２）河川名：古川水系渋谷川・古川
ふるかわ しぶやがわ ふるかわ

３）諸 元：地下調節池整備 延長：約3.3km
容量：約135,000ｍ3

４）総事業費：約297億円

２．目的及び必要性

１）目 的：度重なる浸水被害の軽減

２）必要性：
流域では、近年10ヶ年で20回の浸水被害が発生し、特に平成11年8月29日・当該

の集中豪雨では床上浸水293戸、床下浸水334戸の甚大な被害が生じるなど、
近年水害が頻発しており、早急に床上浸水等の被害の軽減を図る必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
720億円 297億円 2.4

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】 被害防止便益：720億円
【主な根拠】年平均浸水軽減戸数 ：108戸

年平均浸水被害軽減面積：0.7ha

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 発進立坑築造に着手

６．関係者の意見
治水安全度の向上について地元自治体、地元住民から強い要望がある。
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全度

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

事業の緊急度

被害実
績

水防活
動（回）

構造物
経過年

数

水系上重要

上流区域
の浸水戸
数（戸）

地域開発の程度

流域内
開発予
定面積
（ha）

災害発生の危険度

災害危
険区域

様式Ｃ
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箇所名：船場川調節池等整備事業
せ ん ば が わ

１．事業の概要

１）位 置：兵庫県姫路市
ひ め じ し

２）河川名：船場川水系船場川
せんばがわ せんばがわ

3、導水路工L=580m３）諸 元：洪水調節池：約120,000m

４）総事業費：約63億円

２．目的及び必要性

１）目 的：浸水被害の軽減

２）必要性：
・当該地域は、過去に昭和51年9月台風17号や平成2年台風19号により甚大な被害

が発生しており、近年では平成16年10月台風23号によって、床上浸水10戸、床下
浸水169戸の甚大な被害が発生した。このことから早期の浸水被害の軽減が必要
である。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
134億円 55億円 2.4

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】 被害防止便益：134億円
【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：184戸

年平均浸水被害軽減面積：4ha

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 測量・設計に着手予定

６．関係者の意見
地元住民等から早期着手に対する強い要望がある。

2,693 0 10 6 有 1 179 0 0 0.0 有 3 有 0

避難勧
告の有
無

災害時
要援護
者施設

交通遮
断時間
（時間）

過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績）

重要公
共施設
（施設）

最大孤
立戸数
（戸）

最大浸
水農地
面積(ha)

最大軒
下浸水
戸数
（戸）

災害時
要援護
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

重要公
共施設
（施設）

農地浸
水面積
（ha）

軒下浸
水戸数
（戸）

災害発生時の影響（想氾区域内）

浸水戸
数（戸）

情報提供

無 0 0.75 3年未満 無 18 0 0 0 0 有

ハザー
ドマップ
の公表

高齢化
率（％）

現在流
下能力
の割合

現況の
治水安
全度

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

事業の緊急度

被害実
績

水防活
動（回）

構造物
経過年

数

水系上重要

上流区域
の浸水戸
数（戸）

地域開発の程度

流域内
開発予
定面積
（ha）

災害発生の危険度

災害危
険区域

様式Ｃ
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箇所名： ダム再開発事業（河川総合開発事業）木屋川
こ や が わ

１．事業の概要

１）位 置：山口県下関市豊田町大字大河内
しものせきしとよたちようおおあざおおこうち

２）河川名：木屋川水系木屋川
こ や が わ こ や が わ

３）諸 元：
・型 式：重力式コンクリートダム ・堤 高：51.0ｍ

３・堤頂長：220.0ｍ ・総貯水容量：37,820千ｍ

４）総事業費：約400億円

２．目的、必要性

１）目 的：
・洪水調節
・流水の正常な機能の維持

２）必要性：
・木屋川沿川地域において、昭和34年には家屋流失3戸、全半壊28戸、床上浸

水416戸、床下浸水783戸、平成11年には床上浸水11戸、床下浸水38戸の被害
が発生しており、早急な治水対策が望まれている。

３．費用対効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）

358億円 271億円 1.3

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠

【内訳】被害防止便益：299億円
流水の正常な機能の維持に関する便益：59億円

【主な根拠】 年平均浸水軽減戸数：45戸、年平均浸水軽減面積：86ha

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成20年度 当該事業を含めた河川整備計画策定
平成21年度 新規実施計画調査着手

６．関係者の意見
地元市長、地元自治会並びに商工会・観光協会を中心に、ダム事業推進に向けた

積極的な要望がある。

様式Ｃ
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－

－
－

－
－

不
良

不
良

1
0

未
整
備

－
－

あ
り

あ
り

あ
り

1
9

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）

福
島
県

北
原
沢

1
5
0

1
,2
7
2

5
0
2

－
5
6
0

2
1
0

1
4
1

9
.0

・
本
地
域
に
は
、
災
害
時
要
援
護

者
施
設
（
会
津
寿
楽
荘
）
や
避
難

路
（
町
道
）
と
い
っ
た
重
要
公
共

施
設
が
存
在
し
て
い
る
。

・
本
流
域
は
、
第
三
紀
層
か
ら
な

る
針
広
混
合
林
の
粗
林
で
山
腹

崩
壊
や
渓
岸
侵
食
が
著
し
く
、
渓

床
に
は
不
安
定
堆
積
物
が
厚
く

堆
積
し
て
い
る
こ
と
か

ら
次
期
出

水
に
よ
り
土
石
流
が
発
生
す
る

お
そ
れ
が
あ
る
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

3
2

重
要

あ
り

H
1
4

－
－

－
－

－
不

良
不

良
6

未
整
備

－
－

あ
り

あ
り

あ
り

2
3

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）

災
害

情
報

の
提

供
そ
の
他
の
指
標
に
よ
る
効
果

※
災

害
発

生
履

歴
、
特

筆
す
べ

き
社

会
的

影
響

等
、
地

元
要

望
等

評
価

す
べ

き
効

果
を
記

載

担
当

課
（
担

当
課

長
名

）

過
去
１
０
年

間
の

災
害

履
歴

維
持

管
理

の
協

力
体

制

地
域

開
発

の
状

況
・

関
連
事
業
と
の
整
合

地
域

の
協

力
体

制

災
害
時

要
援
護

者
関
連

施
設

保
全

人
家

戸
数

重
要

公
共

的
施

設
数

避
難
場

所
・
避

難
路
の

有
無

直
近

の
災

害
発

生
年

人
的

被
害

平
均

渓
床

勾
配

砂
防
設

備
整
備

状
況

最
大

被
害

戸
数

重
要
公
共

的
施
設
の

被
災

災
害

時
要

援
護

者
関

連
施

設
の

被
災

避
難

の
実

績

評
価
点

過
去
の
災
害
実
績

や
事

業
実

施
の

緊
急

性
災

害
発

生
時

の
危

険
度

災
害
発
生
時
の

影
響

の
大

き
さ

住
宅
宅

地
開
発

の
有
無

左
記

以
外

の
事

業
計

画
の

有
無

防
災

等
活

動
の

実
績

危
険
箇
所

情
報
等
の

公
表
の
有

無

地
形
・

地
質

の
状
況

植
生

の
状
況

都
道
府

県
名
等

箇
所
名

総
事
業
費

Ｂ
／

Ｃ
一
般
資
産

被
害
軽
減

額

農
作
物

被
害
軽

減
額

公
共
土
木

施
設
等
被

害
軽
減
額

人
的
被
害

軽
減
額
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様
式
Ｂ

総
便
益

総
費
用

(Ｂ
)

(Ｃ
)

（
百
万
円
）

（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百

万
円
）
（
百
万
円
）

災
害

情
報

の
提

供
そ
の
他
の
指
標
に
よ
る
効
果

※
災

害
発

生
履

歴
、
特

筆
す
べ

き
社

会
的

影
響

等
、
地

元
要

望
等

評
価

す
べ

き
効

果
を
記

載

担
当

課
（
担

当
課

長
名

）

過
去
１
０
年

間
の

災
害

履
歴

維
持

管
理

の
協

力
体

制

地
域

開
発

の
状

況
・

関
連
事
業
と
の
整
合

地
域

の
協

力
体

制

災
害
時

要
援
護

者
関
連

施
設

保
全

人
家

戸
数

重
要

公
共

的
施

設
数

避
難
場

所
・
避

難
路
の

有
無

直
近

の
災

害
発

生
年

人
的

被
害

平
均

渓
床

勾
配

砂
防
設

備
整
備

状
況

最
大

被
害

戸
数

重
要
公
共

的
施
設
の

被
災

災
害

時
要

援
護

者
関

連
施

設
の

被
災

避
難

の
実

績

評
価
点

過
去
の
災
害
実
績

や
事

業
実

施
の

緊
急

性
災

害
発

生
時

の
危

険
度

災
害
発
生
時
の

影
響

の
大

き
さ

住
宅
宅

地
開
発

の
有
無

左
記

以
外

の
事

業
計

画
の

有
無

防
災

等
活

動
の

実
績

危
険
箇
所

情
報
等
の

公
表
の
有

無

地
形
・

地
質

の
状
況

植
生

の
状
況

都
道
府

県
名
等

箇
所
名

総
事
業
費

Ｂ
／

Ｃ
一
般
資
産

被
害
軽
減

額

農
作
物

被
害
軽

減
額

公
共
土
木

施
設
等
被

害
軽
減
額

人
的
被
害

軽
減
額

福
島
県

前
ノ
沢

2
0
0

5
3
1

1
7
2

－
1
6
5

1
8
4

1
8
2

2
.9

・
本
地
域
に
は
、
避
難
所
（
集
会

所
）
の
他
に
地
域
の
唯
一
の
生

活
路
線
で
あ
る
県
道
（
土
砂
災
害

に
よ
る
交
通
遮
断
と
な
れ
ば
、
上

流
集
落
が
孤
立
）
と
い
っ
た
重
要

公
共
施
設
が
存
在
す
る
。

・
本
流
域
は
、
火
砕
流
堆
積
物
か

ら
な
る
広
葉
樹
の
粗
林
で
山
腹

崩
壊
や
渓
岸
侵
食
が
著
し
く
、
渓

床
に
は
不
安
定
堆
積
物
が
厚
く

堆
積
し
て
い
る
た
め
、
次
期
出
水

に
よ
り
土
石
流
が
発
生
す
る
お
そ

れ
が
あ
る
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

6
2

－
あ
り

H
4

－
－

－
－

－
極
不
良

不
良

1
0

未
整
備

－
－

あ
り

あ
り

あ
り

2
0

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）

長
野
県

西
丸
沢

3
0
0

1
,6
7
1

6
3
5

－
5
9
4

4
4
2

2
7
4

6
.1

・
本
地
域
に
は
、
災
害
時
要
援
護

者
施
設
（
保
育
園
、
老
人
福
祉
施

設
、
診
療
所
）
及
び
県
道
な
ど
の

重
要
公
共
施
設
が
存
在
す
る
。

・
平
成
1
9
年
9
月
の
台
風
9
号
に

よ
り
倒
木
が
発
生
す
る
と
と
も

に
、
渓
床
に
不
安
定
土
砂
が
堆

積
し
、
次
期
出
水
に
よ
り
土
石
流

が
発
生
す
る
恐
れ
が
あ
る
。

・
地

域
で
は

避
難

訓
練

を
実

施
し

て
い
る
な
ど
地
元
の
防
災
意
識

は
高
く
、
事
業
に
対
す
る
要
望
が

強
い
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

2
0

4
一
般

あ
り

H
1
9

-
-

-
-

-
不
良

極
不
良

1
3

未
整
備

－
－

あ
り

あ
り

あ
り

2
6

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）

長
野
県

小
別
堂

3
5
0

3
,7
0
1

1
,3
2
6

－
1
,4
8
1

8
9
4

3
1
6

1
1
.7

・
本
地
域
に
は
、
避
難
所
（
小
学

校
）
、
災
害
時
要
援
護
者
施
設

（
病
院
）
及
び
国
道
、
県
道
な
ど

の
重
要
公
共
施
設
が
存
在
す

る
。

・
本
流
域
で
は
平
成
1
6
年
の
台

風
2
3
号
に
よ
り
土
砂
が
流
出
す

る
と
と
も
に
、
渓
床
に
不
安
定
土

砂
が
堆
積
、
次
期
出
水
に
よ
り
土

石
流
が
発
生
す
る
恐
れ
が
あ

る
。

・
地

域
で
は

避
難

訓
練

を
実

施
し

て
い
る
な
ど
地
元
の
防
災
意
識

は
高
く
、
事
業
に
対
す
る
要
望
が

強
い
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

4
1

5
一
般

あ
り

H
1
6

-
-

-
-

-
不
良

不
良

8
未
整
備

－
－

あ
り

あ
り

あ
り

2
4

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）
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様
式
Ｂ

総
便
益

総
費
用

(Ｂ
)

(Ｃ
)

（
百
万
円
）

（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百

万
円
）
（
百
万
円
）

災
害

情
報

の
提

供
そ
の
他
の
指
標
に
よ
る
効
果

※
災

害
発

生
履

歴
、
特

筆
す
べ

き
社

会
的

影
響

等
、
地

元
要

望
等

評
価

す
べ

き
効

果
を
記

載

担
当

課
（
担

当
課

長
名

）

過
去
１
０
年

間
の

災
害

履
歴

維
持

管
理

の
協

力
体

制

地
域

開
発

の
状

況
・

関
連
事
業
と
の
整
合

地
域

の
協

力
体

制

災
害
時

要
援
護

者
関
連

施
設

保
全

人
家

戸
数

重
要

公
共

的
施

設
数

避
難
場

所
・
避

難
路
の

有
無

直
近

の
災

害
発

生
年

人
的

被
害

平
均

渓
床

勾
配

砂
防
設

備
整
備

状
況

最
大

被
害

戸
数

重
要
公
共

的
施
設
の

被
災

災
害

時
要

援
護

者
関

連
施

設
の

被
災

避
難

の
実

績

評
価
点

過
去
の
災
害
実
績

や
事

業
実

施
の

緊
急

性
災

害
発

生
時

の
危

険
度

災
害
発
生
時
の

影
響

の
大

き
さ

住
宅
宅

地
開
発

の
有
無

左
記

以
外

の
事

業
計

画
の

有
無

防
災

等
活

動
の

実
績

危
険
箇
所

情
報
等
の

公
表
の
有

無

地
形
・

地
質

の
状
況

植
生

の
状
況

都
道
府

県
名
等

箇
所
名

総
事
業
費

Ｂ
／

Ｃ
一
般
資
産

被
害
軽
減

額

農
作
物

被
害
軽

減
額

公
共
土
木

施
設
等
被

害
軽
減
額

人
的
被
害

軽
減
額

新
潟
県

滝
沢
川

3
1
8

2
,0
6
8

1
,2
4
7

2
5
2
2

2
9
7

2
9
5

7
.0

・
本
地
域
に
は
、
避
難
所
（
小
学

校
）
、
災
害
時
要
援
護
者
施
設

（
保
育
園
）
及
び
県
道
、
Ｊ
Ｒ
な
ど

の
重
要
公
共
施
設
が
存
在
す

る
。

・
本
流
域
の
上
流
域
で
は
荒
廃

が
進
み
土
砂
が
流
出
す
る
と
と
も

に
、
渓
床
に
不
安
定
土
砂
が
堆

積
、
次
期
出
水
に
よ
り
土
石
流
が

発
生
す
る
恐
れ
が
あ
る
。

・
地

域
で
は

防
災

訓
練

を
実

施
す

る
な
ど
防
災
に
対
す
る
意
識
は

高
く
、
事
業
に
対
す
る
要
望
が
強

い
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

1
1
9

5
一
般

あ
り

-
-

-
-

-
-

極
不
良

不
良

5
7
0
%

－
－

あ
り

あ
り

あ
り

2
2

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）

新
潟
県

浦
之
河
内
東
川

2
1
5

2
,8
8
0

4
1
7

3
2
,0
7
0

3
9
0

2
0
1

1
4
.3

・
本
地
域
に
は
、
避
難
所
（
中
学

校
）
、
地
域
防
災
拠
点
（
消
防
署
）

及
び
県
道
（
県
道
佐
渡
一
週
観

光
道
路
）
と
い
っ
た
重
要
公
共
施

設
が
存
在
す
る
。

・
本
流
域
の
上
流
域
で
は
荒
廃

が
進
み
渓
床
に
不
安
定
土
砂
が

堆
積
し
、
次
期
出
水
に
よ
り
土
石

流
が
発
生
す
る
恐
れ
が
あ
る
。

・
佐
渡
市
で
は
平
成
2
0
年
に
ト
キ

の
放
鳥
が
実
施
さ
れ
て
お
り
、
生

息
環

境
（
え
さ
場

の
水

田
）
を
保

全
す
る
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

1
1

3
-

あ
り

-
-

-
-

-
-

極
不
良

極
不
良

9
.0

未
整

備
－

－
-

あ
り

あ
り

1
8

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）

岐
阜
県

平
木
川

2
5
0

1
,4
0
8

5
2
9

1
5
1
0

3
6
8

2
3
4

6
.0

・
本
地
域
に
は
、
避
難
所
（
公
民

館
）
、
災
害
時
要
援
護
者
施
設

（
授
産
施
設
、
接
骨
院
）
、
国
道

（
緊
急
輸
送
路
）
及
び
Ｊ
Ｒ
東
海

道
新
幹
線
等
の
重
要
公
共
施
設

が
存
在
す
る
。

・
本
流
域
の
上
流
域
で
は
荒
廃

が
進
み
渓
床
に
不
安
定
土
砂
が

堆
積
し
、
次
期
出
水
に
よ
り
土
石

流
が
発
生
す
る
恐
れ
が
あ
る
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

1
8

5
一
般

あ
り

-
-

-
-

-
-

極
不
良

極
不
良

4
.4

低
い

－
－

あ
り

あ
り

あ
り

2
3

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）

42



様
式
Ｂ

総
便
益

総
費
用

(Ｂ
)

(Ｃ
)

（
百
万
円
）

（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百

万
円
）
（
百
万
円
）

災
害

情
報

の
提

供
そ
の
他
の
指
標
に
よ
る
効
果

※
災

害
発

生
履

歴
、
特

筆
す
べ

き
社

会
的

影
響

等
、
地

元
要

望
等

評
価

す
べ

き
効

果
を
記

載

担
当

課
（
担

当
課

長
名

）

過
去
１
０
年

間
の

災
害

履
歴

維
持

管
理

の
協

力
体

制

地
域

開
発

の
状

況
・

関
連
事
業
と
の
整
合

地
域

の
協

力
体

制

災
害
時

要
援
護

者
関
連

施
設

保
全

人
家

戸
数

重
要

公
共

的
施

設
数

避
難
場

所
・
避

難
路
の

有
無

直
近

の
災

害
発

生
年

人
的

被
害

平
均

渓
床

勾
配

砂
防
設

備
整
備

状
況

最
大

被
害

戸
数

重
要
公
共

的
施
設
の

被
災

災
害

時
要

援
護

者
関

連
施

設
の

被
災

避
難

の
実

績

評
価
点

過
去
の
災
害
実
績

や
事

業
実

施
の

緊
急

性
災

害
発

生
時

の
危

険
度

災
害
発
生
時
の

影
響

の
大

き
さ

住
宅
宅

地
開
発

の
有
無

左
記

以
外

の
事

業
計

画
の

有
無

防
災

等
活

動
の

実
績

危
険
箇
所

情
報
等
の

公
表
の
有

無

地
形
・

地
質

の
状
況

植
生

の
状
況

都
道
府

県
名
等

箇
所
名

総
事
業
費

Ｂ
／

Ｃ
一
般
資
産

被
害
軽
減

額

農
作
物

被
害
軽

減
額

公
共
土
木

施
設
等
被

害
軽
減
額

人
的
被
害

軽
減
額

岐
阜
県

家
脇
洞

1
6
0

9
8
8

4
6
3

－
1
2
4

4
0
1

1
5
1

6
.5

・
本
地
域
に
は
、
災
害
時
要
援
護

者
施
設
（
保
育
園
）
、
国
道
（
緊
急

輸
送
路
）
等
の
重
要
公
共
施
設

が
存
在
す
る
。

・
本
流
域
の
上
流
域
で
は
荒
廃

が
進
み
渓
床
に
不
安
定
土
砂
が

堆
積
し
、
次
期
出
水
に
よ
り
土
石

流
が
発
生
す
る
恐
れ
が
あ
る
。

・
地

域
で
は

防
災

訓
練

を
実

施
す

る
な
ど
防
災
意
識
が
高
く
、
ま
た

平
成
1
6
年
1
0
月
豪
雨
災
害
に
よ

り
近
隣
地
域
で
は
甚
大
な
被
害

が
及
ん
だ
こ
と
か
ら
地
元
要
望
も

強
い
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

1
7

2
一
般

-
-

-
-

-
-

-
極
不
良

極
不
良

1
4
.5

未
整

備
－

－
あ
り

あ
り

あ
り

2
1

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）

静
岡
県

安
居
山
沢

1
6
0

9
1
8

2
9
1

1
2
1
5

4
1
1

1
5
2

6
.0

・
本
地
域
に
は
、
避
難
所
（
区
民

館
）
、
主
要
地
方
道
（
緊
急
輸
送

路
）
、
Ｊ
Ｒ
身
延
線
等
の
重
要
公

共
施
設
が
存
在
す
る
。

・
本
流
域
の
上
流
域
で
は
荒
廃

が
進
み
渓
床
に
不
安
定
土
砂
が

堆
積
し
、
次
期
出
水
に
よ
り
土
石

流
が
発
生
す
る
恐
れ
が
あ
る
。

・
地

域
で
は

防
災

訓
練

を
実

施
す

る
な
ど
防
災
意
識
が
高
く
、
地
元

要
望
も
強
い
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

1
1

3
-

あ
り

-
-

-
-

-
-

極
不
良

極
不
良

6
未
整
備

-
-

あ
り

あ
り

あ
り

2
0

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）

静
岡
県

ト
ト
リ
沢

2
8
7

7
0
0

1
3
7

1
2
1
0

3
5
2

2
6
5

2
.6

・
本
地
域
に
は
、
避
難
所
（
公
会

堂
）
、
市
道
（
避
難
路
）
と
い
っ
た

重
要
公
共
施
設
が
存
在
す
る
。

・
本
流
域
の
上
流
域
で
は
荒
廃

が
進
み
渓
床
に
不
安
定
土
砂
が

堆
積
し
、
次
期
出
水
に
よ
り
土
石

流
が
発
生
す
る
恐
れ
が
あ
る
。

・
地
元
要
望
も
強
い
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

1
1

2
-

あ
り

-
-

-
-

-
-

極
不
良

極
不
良

5
未
整
備

-
-

あ
り

あ
り

あ
り

2
0

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）
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様
式
Ｂ

総
便
益

総
費
用

(Ｂ
)

(Ｃ
)

（
百
万
円
）

（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百

万
円
）
（
百
万
円
）

災
害

情
報

の
提

供
そ
の
他
の
指
標
に
よ
る
効
果

※
災

害
発

生
履

歴
、
特

筆
す
べ

き
社

会
的

影
響

等
、
地

元
要

望
等

評
価

す
べ

き
効

果
を
記

載

担
当

課
（
担

当
課

長
名

）

過
去
１
０
年

間
の

災
害

履
歴

維
持

管
理

の
協

力
体

制

地
域

開
発

の
状

況
・

関
連
事
業
と
の
整
合

地
域

の
協

力
体

制

災
害
時

要
援
護

者
関
連

施
設

保
全

人
家

戸
数

重
要

公
共

的
施

設
数

避
難
場

所
・
避

難
路
の

有
無

直
近

の
災

害
発

生
年

人
的

被
害

平
均

渓
床

勾
配

砂
防
設

備
整
備

状
況

最
大

被
害

戸
数

重
要
公
共

的
施
設
の

被
災

災
害

時
要

援
護

者
関

連
施

設
の

被
災

避
難

の
実

績

評
価
点

過
去
の
災
害
実
績

や
事

業
実

施
の

緊
急

性
災

害
発

生
時

の
危

険
度

災
害
発
生
時
の

影
響

の
大

き
さ

住
宅
宅

地
開
発

の
有
無

左
記

以
外

の
事

業
計

画
の

有
無

防
災

等
活

動
の

実
績

危
険
箇
所

情
報
等
の

公
表
の
有

無

地
形
・

地
質

の
状
況

植
生

の
状
況

都
道
府

県
名
等

箇
所
名

総
事
業
費

Ｂ
／

Ｃ
一
般
資
産

被
害
軽
減

額

農
作
物

被
害
軽

減
額

公
共
土
木

施
設
等
被

害
軽
減
額

人
的
被
害

軽
減
額

三
重
県

奥
西
谷

5
0
0

5
5
2

2
8
1

2
3
2

2
3
8

4
3
5

1
.3

・
本
地
域
に
は
、
人
家
の
他
に
市

道
（
土
砂
災
害
に
よ
り
交
通
が
遮

断
さ
れ
れ
ば
孤
立
集
落
が
発

生
）
、
国
道
4
2
号
バ
イ
パ
ス
（
事

業
中
）
と
い
っ
た
重
要
公
共
施
設

が
存
在
す
る
。

・
近
隣
地
域
で
は
近
年
（
H
1
0
、

H
1
4
、
H
1
5
、
H
1
6
、
H
2
0
）
と
連
続

し
て
被
災
を
受
け
て
お
り
、
本
流

域
で
も
荒
廃
が
進
み
渓
床
に
不

安
定
土
砂
が
堆
積
し
、
次
期
出

水
に
よ
り
土
石
流
が
発
生
す
る

恐
れ
が
あ
る
。

・
こ
の
た
め
地
元
要
望
も
強
い
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

1
3

2
-

あ
り

-
-

-
-

-
-

極
不
良
極
不
良

2
2

未
整
備

-
-

あ
り

あ
り

あ
り

2
2

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）

鳥
取
県

下
用
呂
谷
川

2
0
0

1
,1
3
7

5
2
8

3
1
9
5

4
1
1

1
8
6

6
.1

・
本
地
域
に
は
、
避
難
所
（
公
民

館
）
、
町
道
（
避
難
路
）
と
い
っ
た

重
要
公
共
施
設
が
存
在
す
る
。

ま
た
、
保
全
対
象
に
は
国
重
要

文
化
財
で
あ
る
「
矢
部
家
住
宅
」

も
存
在
し
て
い
る
。

・
本
流
域
の
上
流
域
で
は
1
9
年
8

月
の
豪
雨
に
よ
り
斜
面
崩
壊
が

発
生
、
渓
床
に
不
安
定
土
砂
が

堆
積
し
、
次
期
出
水
に
よ
り
土
石

流
が
発
生
す
る
恐
れ
が
あ
る
。

・
平
成
2
0
年
2
月
2
9
日
に
は
土
砂

災
害
警
戒
区
域
が
指
定
さ
れ
避

難
訓
練
が
実
施
さ
れ
る
な
ど
、
地

域
で
は
防
災
意
識
が
高
く
、
地
元

要
望
も
強
い
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

1
7

2
-

あ
り

H
1
9

-
-

-
-

-
不

良
不

良
2
5

未
整
備

－
－

あ
り

あ
り

あ
り

2
3

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）

島
根
県

一
本
杉
川

3
0
0

4
,2
0
8

2
,1
1
4

5
1
,5
0
5

5
8
4

2
7
2

1
5
.5

・
本
地
域
に
は
、
避
難
所
（
役
場

支
所
）
、
災
害
時
要
援
護
者
施
設

（
養
護
老
人
ホ
ー
ム
、
福
祉
セ
ン

タ
ー
、
診
療
所
）
、
国
道
及
び
Ｊ
Ｒ

三
江
線
と
い
っ
た
重
要
公
共
施

設
が
存
在
す
る
。

・
本
流
域
の
上
流
域
で
は
荒
廃

が
進
み
渓
床
に
不
安
定
土
砂
が

堆
積
し
、
次
期
出
水
に
よ
り
土
石

流
が
発
生
す
る
恐
れ
が
あ
る
。

・
平
成
1
8
年
7
月
の
梅
雨
前
線
豪

雨
で
は
地
区
住
民
が
自
主
避
難

し
た
こ
と
か
ら
、
地
域
で
は
防
災

意
識
が
高
く
、
地
元
要
望
も
強

い
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

2
8

7
重
要

あ
り

H
1
8

－
－

－
－

あ
り

極
不
良

極
不
良

1
1

未
整

備
－

－
あ
り

あ
り

あ
り

3
1

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）
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様
式
Ｂ

総
便
益

総
費
用

(Ｂ
)

(Ｃ
)

（
百
万
円
）

（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百

万
円
）
（
百
万
円
）

災
害

情
報

の
提

供
そ
の
他
の
指
標
に
よ
る
効
果

※
災

害
発

生
履

歴
、
特

筆
す
べ

き
社

会
的

影
響

等
、
地

元
要

望
等

評
価

す
べ

き
効

果
を
記

載

担
当

課
（
担

当
課

長
名

）

過
去
１
０
年

間
の

災
害

履
歴

維
持

管
理

の
協

力
体

制

地
域

開
発

の
状

況
・

関
連
事
業
と
の
整
合

地
域

の
協

力
体

制

災
害
時

要
援
護

者
関
連

施
設

保
全

人
家

戸
数

重
要

公
共

的
施

設
数

避
難
場

所
・
避

難
路
の

有
無

直
近

の
災

害
発

生
年

人
的

被
害

平
均

渓
床

勾
配

砂
防
設

備
整
備

状
況

最
大

被
害

戸
数

重
要
公
共

的
施
設
の

被
災

災
害

時
要

援
護

者
関

連
施

設
の

被
災

避
難

の
実

績

評
価
点

過
去
の
災
害
実
績

や
事

業
実

施
の

緊
急

性
災

害
発

生
時

の
危

険
度

災
害
発
生
時
の

影
響

の
大

き
さ

住
宅
宅

地
開
発

の
有
無

左
記

以
外

の
事

業
計

画
の

有
無

防
災

等
活

動
の

実
績

危
険
箇
所

情
報
等
の

公
表
の
有

無

地
形
・

地
質

の
状
況

植
生

の
状
況

都
道
府

県
名
等

箇
所
名

総
事
業
費

Ｂ
／

Ｃ
一
般
資
産

被
害
軽
減

額

農
作
物

被
害
軽

減
額

公
共
土
木

施
設
等
被

害
軽
減
額

人
的
被
害

軽
減
額

島
根
県

ス
ワ
ノ
尾
川

3
0
0

3
,5
9
6

1
,5
4
7

－
1
,5
5
2

4
9
7

2
6
9

1
3
.4

・
本
地
域
に
は
、
災
害
時
要
援
護

者
施
設
（
養
護
老
人
ホ
ー
ム
、
診

療
所
）
、
防
災
拠
点
（
駐
在
所
、

郵
便
局
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
局
）
及
び
県
道
と

い
っ
た
重
要
公
共
施
設
が
存
在

す
る
。

・
本
流
域
の
上
流
域
で
は
荒
廃

が
進
み
、
平
成
1
9
年
8
月
の
豪
雨

で
は
土
砂
が
下
流
に
流
出
し
た
。

現
在
も
渓
床
に
不
安
定
土
砂
が

堆
積
し
、
次
期
出
水
に
よ
り
土
石

流
が
発
生
す
る
恐
れ
が
あ
る
。
ま

た
、
本
地
域
は
離
島
（
隠
岐
）
で

あ
り
被
災
時
の
影
響
が
大
き
い
。

・
平
成
1
9
年
8
月
の
豪
雨
で
は
近

隣
で
家
屋
被
害
も
発
生
し
、
地
区

住
民
も
自
主
避
難
し
た
こ
と
か

ら
、
地
域
で
は
防
災
意
識
が
高

く
、
地
元
要
望
も
強
い
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

1
4

9
重
要

－
H
1
9

－
1

－
－

あ
り

極
不
良

極
不
良

1
4

未
整

備
－

－
あ
り

あ
り

あ
り

3
0

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）

広
島
県

寺
谷
川

4
0
0

1
,0
7
1

3
1
2

2
4
8
8

2
6
9

3
5
7

3
.0

・
本
地
域
に
は
、
避
難
所
（
小
学

校
、
公
民
館
）
、
防
災
拠
点
（
派

出
所
、
消
防
倉
庫
）
及
び
国
道
と

い
っ
た
重
要
公
共
施
設
が
存
在

す
る
。

・
本
流
域
の
上
流
域
で
は
荒
廃

が
進
み
渓
床
に
不
安
定
土
砂
が

堆
積
し
、
次
期
出
水
に
よ
り
土
石

流
が
発
生
す
る
恐
れ
が
あ
り
地

元
要
望
も
強
い
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

2
4

6
－

あ
り

－
－

－
－

－
－

極
不
良

極
不
良

5
未

整
備

－
－

あ
り

あ
り

あ
り

2
1

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）

山
口
県

上
田
南
川

2
5
0

7
4
2

1
0
8

2
5
6
1

7
1

2
3
1

3
.2

・
保
全
対
象
に
は
災
害
時
要
援

護
者
施
設
が
あ
る
。

・
本
地
域
に
は
、
災
害
時
要
援
護

者
施
設
（
老
人
福
祉
施
設
）
及
び

市
道
と
い
っ
た
重
要
公
共
施
設

が
存
在
す
る
。

・
本
流
域
の
上
流
域
で
は
平
成
5

年
の
豪
雨
以
降
荒
廃
が
進
み
渓

床
に
不
安
定
土
砂
と
流
木
が
堆

積
し
、
次
期
出
水
に
よ
り
土
石
流

が
発
生
す
る
恐
れ
が
あ
り
地

元
要
望
も
強
い
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

3
1

一
般

－
H
5

－
－

－
－

－
不
良

不
良

1
2

未
整
備

－
－

あ
り

あ
り

あ
り

1
8

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）
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様
式
Ｂ

総
便
益

総
費
用

(Ｂ
)

(Ｃ
)

（
百
万
円
）

（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百

万
円
）
（
百
万
円
）

災
害

情
報

の
提

供
そ
の
他
の
指
標
に
よ
る
効
果

※
災

害
発

生
履

歴
、
特

筆
す
べ

き
社

会
的

影
響

等
、
地

元
要

望
等

評
価

す
べ

き
効

果
を
記

載

担
当

課
（
担

当
課

長
名

）

過
去
１
０
年

間
の

災
害

履
歴

維
持

管
理

の
協

力
体

制

地
域

開
発

の
状

況
・

関
連
事
業
と
の
整
合

地
域

の
協

力
体

制

災
害
時

要
援
護

者
関
連

施
設

保
全

人
家

戸
数

重
要

公
共

的
施

設
数

避
難
場

所
・
避

難
路
の

有
無

直
近

の
災

害
発

生
年

人
的

被
害

平
均

渓
床

勾
配

砂
防
設

備
整
備

状
況

最
大

被
害

戸
数

重
要
公
共

的
施
設
の

被
災

災
害

時
要

援
護

者
関

連
施

設
の

被
災

避
難

の
実

績

評
価
点

過
去
の
災
害
実
績

や
事

業
実

施
の

緊
急

性
災

害
発

生
時

の
危

険
度

災
害
発
生
時
の

影
響

の
大

き
さ

住
宅
宅

地
開
発

の
有
無

左
記

以
外

の
事

業
計

画
の

有
無

防
災

等
活

動
の

実
績

危
険
箇
所

情
報
等
の

公
表
の
有

無

地
形
・

地
質

の
状
況

植
生

の
状
況

都
道
府

県
名
等

箇
所
名

総
事
業
費

Ｂ
／

Ｃ
一
般
資
産

被
害
軽
減

額

農
作
物

被
害
軽

減
額

公
共
土
木

施
設
等
被

害
軽
減
額

人
的
被
害

軽
減
額

香
川
県

大
楢
川

3
8
0

2
,2
9
6

2
4
9

－
1
,6
5
9

3
8
8

3
5
6

6
.4

・
本
地
域
に
は
、
避
難
所
（
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
）
、
防
災
拠
点

（
市
役
所
支
所
）
及
び
国
道
（
土

砂
災
害
に
よ
り
交
通
が
遮
断
さ

れ
る
と
孤
立
が
発
生
）
と
い
っ
た

重
要
公
共
施
設
が
存
在
す
る
。

・
本
流
域
の
上
流
域
で
は
平
成

1
6
年
1
0
月
の
山
腹
崩
壊
に
よ
り

渓
床
に
不
安
定
土
砂
が
堆
積

し
、
次
期
出
水
に
よ
り
土
石
流
が

発
生
す
る
恐
れ
が
あ
る
こ
と
か

ら
地
元
要
望
が
強
い
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

7
3

－
あ
り

H
1
6

－
－

－
－

あ
り

不
良

極
不
良

7
.0

未
整

備
－

－
あ
り

あ
り

あ
り

2
2

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）

香
川
県

森
兼
川

2
7
0

2
,0
2
0

1
7
3

－
1
,4
4
8

3
9
9

2
5
2

8
.0

・
本
地
域
に
は
、
避
難
所
（
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
）
、
防
災
拠
点

（
市
役
所
出
張
所
）
及
び
国
道
と

い
っ
た
重
要
公
共
施
設
が
存
在

す
る
。

・
本
流
域
の
上
流
域
で
は
平
成

1
6
年
1
0
月
の
山
腹
崩
壊
に
よ
り

渓
床
に
不
安
定
土
砂
が
堆
積

し
、
次
期
出
水
に
よ
り
土
石
流
が

発
生
す
る
恐
れ
が
あ
る
こ
と
か

ら
地
元
要
望
が
強
い
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

6
3

－
あ
り

H
1
6

－
－

－
－

あ
り

極
不
良

極
不
良

7
.0

未
整

備
－

－
あ
り

あ
り

あ
り

2
3

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）

愛
媛
県

ハ
タ
川

1
2
0

2
,6
1
1

4
2
0

－
1
,6
9
7

4
9
4

1
1
5

2
2
.7

・
本
地
域
に
は
中
学
校
、
集
会

所
、
国
道
等
の
重
要
公
共
施
設

が
存
在
す
る
。

・
本
流
域
の
上
流
域
で
は
崖
す

い
堆
積
物
や
風
化
岩
な
ど
の
分

布
が
認
め
ら
れ
斜
面
崩
壊
の
要

因
と
な
っ
て
い
る
。
渓
床
に
不
安

定
土
砂
が
堆
積
し
、
次
期
出
水

に
よ
り
土
石
流
が
発
生
す
る
恐

れ
が
あ
る
。

・
土
砂
災
害
危
険
マ
ッ
プ
の
配
布

な
ど
を
実
施
す
る
な
ど
地
元
要
望

が
強
い
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

1
3

5
－

あ
り

－
－

－
－

－
あ
り

不
良

不
良

1
4
.0

未
整

備
－

－
－

あ
り

あ
り

2
0

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）
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様
式
Ｂ

総
便
益

総
費
用

(Ｂ
)

(Ｃ
)

（
百
万
円
）

（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百

万
円
）
（
百
万
円
）

災
害

情
報

の
提

供
そ
の
他
の
指
標
に
よ
る
効
果

※
災

害
発

生
履

歴
、
特

筆
す
べ

き
社

会
的

影
響

等
、
地

元
要

望
等

評
価

す
べ

き
効

果
を
記

載

担
当

課
（
担

当
課

長
名

）

過
去
１
０
年

間
の

災
害

履
歴

維
持

管
理

の
協

力
体

制

地
域

開
発

の
状

況
・

関
連
事
業
と
の
整
合

地
域

の
協

力
体

制

災
害
時

要
援
護

者
関
連

施
設

保
全

人
家

戸
数

重
要

公
共

的
施

設
数

避
難
場

所
・
避

難
路
の

有
無

直
近

の
災

害
発

生
年

人
的

被
害

平
均

渓
床

勾
配

砂
防
設

備
整
備

状
況

最
大

被
害

戸
数

重
要
公
共

的
施
設
の

被
災

災
害

時
要

援
護

者
関

連
施

設
の

被
災

避
難

の
実

績

評
価
点

過
去
の
災
害
実
績

や
事

業
実

施
の

緊
急

性
災

害
発

生
時

の
危

険
度

災
害
発
生
時
の

影
響

の
大

き
さ

住
宅
宅

地
開
発

の
有
無

左
記

以
外

の
事

業
計

画
の

有
無

防
災

等
活

動
の

実
績

危
険
箇
所

情
報
等
の

公
表
の
有

無

地
形
・

地
質

の
状
況

植
生

の
状
況

都
道
府

県
名
等

箇
所
名

総
事
業
費

Ｂ
／

Ｃ
一
般
資
産

被
害
軽
減

額

農
作
物

被
害
軽

減
額

公
共
土
木

施
設
等
被

害
軽
減
額

人
的
被
害

軽
減
額

福
岡
県

須
田
野
川

7
9
2

1
,3
5
6

6
7
8

3
1
3
2

5
4
3

6
7
5

2
.0

・
本
地
域
に
は
避
難
所
（
公
民

館
）
、
町
道
（
避
難
路
）
と
い
っ
た

重
要
公
共
施
設
が
存
在
す
る
。

・
本
流
域
で
は
平
成
1
7
年
7
月
の

集
中
豪
雨
に
よ
り
土
砂
が
流
出
。

現
在
も
渓
床
に
不
安
定
土
砂
が

堆
積
し
、
次
期
出
水
に
よ
り
土
石

流
が
発
生
す
る
恐
れ
が
あ
る
。

・
地

域
で
は

防
災

訓
練

を
実

施
す

る
な
ど
防
災
意
識
も
高
く
、
整
備

に
対
す
る
地
元
要
望
も
強
い
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

2
9

4
-

あ
り

H
1
7

-
-

-
-

あ
り

不
良

極
不
良

6
.0

低
い

-
-

あ
り

あ
り

あ
り

2
2

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）

佐
賀
県

田
頭
川

8
5
3

2
,9
7
6

7
6
7

1
1
,5
7
4

6
3
4

8
5
0

3
.5

・
本
地
域
に
は
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
（
浄

水
場
）
、
県
道
及
び
町
道
と
い
っ

た
重
要
公
共
施
設
が
存
在
す

る
。

・
本
流
域
で
は
平
成
1
8
年
9
月
1
6

日
の
豪
雨
に
よ
り
、
土
石
流
が
発

生
し
、
全
壊
1
戸
、
半
壊
3
戸
、
一

部
損
壊
3
戸
、
橋
梁
流
出
7
基
、

浄
水
場
一
部
損
壊
等
甚
大
な
被

害
が
発
生
し
た
。
現
在
も
崩
壊
地

及
び
渓
床
に
不
安
定
土
砂
が
堆

積
し
、
次
期
出
水
に
よ
り
土
石
流

が
発
生
す
る
恐
れ
が
あ
る
こ
と
か

ら
整
備
に
対
す
る
地
元
要
望
も

強
い
。

・
以
上
の
こ
と
か
ら
、
地
域
住
民

の
生

命
と
生

活
を
土

砂
災

害
か

ら
守
る
た
め
、
砂
防
事
業
を
実
施

す
る
必
要
が
あ
る
。

2
7

2
-

あ
り

H
1
8

あ
り

5
あ
り

-
あ
り

不
良

極
不
良

1
5
.9

低
い

-
-

あ
り

あ
り

あ
り

3
3

本
省
河

川
局

砂
防
部

保
全
課

（
課
長

南
哲

行
）

長
崎
県

平
松
川

4
0
0

4
,0
2
7

2
,9
9
2

－
4
0

9
9
5

3
7
2

1
0
.8

・
本
地
域
に
は
防
災
拠
点
（
消
防

署
、
消
防
団
詰
所
）
、
国
道
（
緊

急
輸
送
路
）
及
び
町
道
と
い
っ
た

重
要
公
共
施
設
が
存
在
す
る
。

・
本
流
域
で
は
荒
廃
が
進
み
、
渓

床
に
不
安
定
土
砂
が
堆
積
し
、

次
期
出
水
に
よ
り
土
石
流
が
発

生
す
る
恐
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。
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。
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(Ｂ
)

(Ｃ
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箇所名：清水川火山砂防事業
し み ず か わ

１．事業の概要

１）位 置：秋田県にかほ市
に か ほ し

２）河川名：奈曽川水系清水川
な そ が わ しみずがわ

３）計画施設：不透過型砂防えん堤１基

４）総事業費：約3.5億円

２．目的及び必要性

１）目 的：土砂災害の未然防止

２）必要性：
では、平成19年8月の豪雨によって流域内から多量の土砂が流出。脆弱本渓流

な地質を有する流域内では、普段の降雨により渓岸侵食や山腹崩壊が発生するな
ど、今なお不安定土砂が堆積しており次期出水で土石流が発生する恐れがある。
下流には人家のほか避難所（公民館）や避難路となる市道があり、発生すれば甚
大な被害が想定される。

このため、土砂災害から人命と財産を保全するための砂防えん堤の整備が必要
である。

３．費用効果分析の結果
土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
9.3億円 3.3億円 2.8

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減便益 9.3億円
【主な根拠】 人家60戸、公民館１棟、市道3,200m

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規建設事業着手

６．関係者の意見
にかほ市、地元地区から早期安全性確保の要望がある。

様式Ｃ
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箇所名：前ノ沢火山砂防事業
ま え の さ わ

１．事業の概要

１）位 置：福島県大沼郡三島町
おおぬまぐんみしままち

２）渓流名：阿賀野川水系前ノ沢
あ が の が わ まえのさわ

３）事業概要：不透過型砂防えん堤１基

４）総事業費：約2.0億円

２．目的及び必要性

１）目 的：土砂災害の未然防止

２）必要性：
本流域は、火砕流堆積物からなる広葉樹の粗林で山腹崩壊や渓岸浸食が著しく、

渓床には不安定堆積物が厚く堆積しているため、次期出水により土石流が発生す
るおそれが高い。下流の保全対象としては人家6戸、避難所（集会所）県道120mな
どがあり、被災すれば社会的影響が大きい。このため、土石流災害から人命と財
産を守る砂防えん堤の早急な整備が必要である。

３．費用効果分析の結果
土石流対策費用の便益分析マニュアル(案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
5.3億円 1.8億円 2.9

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減額 5.3億円
【主な根拠】人家6戸、避難所（集会所）１棟、県道120ｍ

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規事業着手

６．関係者の意見
三島町から強い要望がある。
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箇所名：トトリ沢通常砂防事業
と と り さ わ

１．事業の概要

１）位 置：静岡県島田市
し ま だ し

２）渓流名：栃山川水系トトリ沢
とちやまかわ と と り さ わ

３）事業内容：不透過型砂防えん堤２基

４）総事業費：約2.9億円

２．目的及び必要性

１）目 的：土砂災害の未然防止

２）必要性：
上流域は地質が脆弱なため斜面の随所で山腹崩壊が発生し、河床に本渓流の

は不安定土砂が堆積していることから、次期出水により土石流が発生するおそれ
が高い。

下流の保全対象としては人家11戸、避難所（東光寺公会堂）等があり、土砂災
害が発生すれば甚大な被害になることが予想される。

このため土砂災害から人命と財産を守る砂防えん堤の早急な整備が必要である。

２．費用効果分析の結果
土石流対策費用の便益分析マニュアル(案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
7.0億円 2.7億円 2.6

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減便益 7.0億円
【主な根拠】人家11戸、公民館1棟、市道350mなど

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規建設事業着手

６．関係者の意見
島田市から早期建設の強い要望がある。

11 2 - あり - - - - - - 極不良 極不良 5 未整備 - - あり あり あり
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災害発生時の
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地開発
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左記以外
の事業計
画の有無

防災等活
動の実績

危険箇所
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砂防設
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地域の協力体制

災害時
要援護
者関連
施設

保全
人家
戸数
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箇所名：奥西谷通常砂防事業
おくにしたに

１．事業の概要

１）位 置：三重県熊野市
く ま の し

２）渓流名：湊 川水系奥西谷
みなとがわ おくにしたに

３）整備施設：不透過型砂防えん堤１基

４）総事業費：約5.0億円

２．目的及び必要性

１）目 的：土石流災害の未然防止

２）必要性：
近隣地域では近年（H10、H14、H15、H16、H20）と連続して被災を受けており、

本流域でも荒廃が進み渓床に不安定土砂が堆積し、次期出水により土石流が発生
する恐れがある。

下流の保全対象としては、人家13戸の他に市道（土砂災害により交通が遮断さ
れれば孤立集落が発生）、国道42号バイパス（事業中）といった重要公共施設が
存在し、土砂災害が発生すれば甚大な被害が想定される。

このため土砂災害から人命と財産を守る砂防えん堤の早急な整備が必要である。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
5.5億円 4.4億円 1.3

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減便益 5.5億円
【主な根拠】人家13戸、国道42号バイパス、市道など

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規建設事業着手

６．関係者の意見
熊野市から早期建設の強い要望がある。
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箇所名：寺谷川通常砂防事業
てらたにがわ

１．事業の概要

１）位 置：広島県世羅郡世羅町
せ ら ぐ ん せ ら ち ょ う

２）河川名：芦田川水系寺谷川
あしだがわ てらたにがわ

３）整備施設：不透過型砂防えん堤１基
４）総事業費：約4.0億円

２．目的及び必要性

１）目 的：土石流災害の未然防止

２）必要性：
渓流の上流域では荒廃が進み渓床に不安定土砂が堆積し、次期出水により本

土石流が発生する恐れがあり地元要望も強い。
下流の保全対象としては人家24戸のほかに避難所（小学校1校、公民館1棟）、

防災拠点（派出所1棟、消防倉庫1棟）及び国道といった重要公共施設が存在し土
石災害が発生すれば甚大な被害が想定される。

このため、土砂災害から人命と財産を保全するための砂防えん堤の整備が必要
である。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
11億円 3.6億円 3.0

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減便益：11億円
【主な根拠】人家24戸，耕地1ha，道路700m，小学校1棟，公民館1棟

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規建設事業着手

６．関係者の意見
世羅町から早期建設の強い要望がある。
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通常砂防事業箇所名：須田野川
す だ の が わ

１．事業の概要

１）位 置：福岡県糸島郡二丈町
いとしまぐんにじょうまち

２）渓流名：一貴山水系須田野川
い き さ ん す だ の か わ

３）整備施設：渓流保全工Ｌ＝320ｍ

４）総事業費：約7.9億円

２．目的及び必要性

１）目 的： 土砂災害の未然防止

必要性：２）
本流域では平成17年7月の集中豪雨により土砂が流出。現在も渓床に不安定土砂が

堆積し、次期出水により土石流が発生する恐れがある。また下流の保全対象として
は避難所（公民館）、町道（避難路）といった重要公共施設があり、発生すれば甚
大な被害が想定される。
このため、土砂災害から人命と財産を保全するための砂防えん堤の整備が必要であ

る。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
14億円 6.8億円 2.0

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減便益 14億円
【主な根拠】家屋29戸、町道(L=730m)、公民館１棟

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規事業着手

６．関係者の意見
二丈町及び地域住民から早期建設の強い要望がある。
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3

2
4
,6

3
4

1
.8

・
天

然
ﾀ
ﾞﾑ

対
策

、
ﾀ
ﾞﾑ

機
能

低
下

、
交

通
途

絶
被

害
、

観
光

被
害

な
ど

の
間

接
被

害
(3

5
,2

4
7
百

万
円

)

約
1
1
,0

0
0

戸

公
民

館
、

国
道

、
市

役
所

、
学

校
、

病
院

、
J
R

羽
越

本
線

等

病
院

、
老

人
ホ

ー
ム

、
幼

稚
園

、
保

育
所

等

国
道

、
主

要
地

方
道

等
6
5
,4

2
0

一
級

H
1
6

－
－

あ
り

－
－

明
瞭

明
瞭

あ
り

あ
り

あ
り

あ
り

あ
り

3
4

本
省

河
川

局
砂

防
計

画
課

（
課

長
　

牧
野

裕
至

）

担
当

課
（
担

当
課

長
名

）

そ
の

他
の

指
標

に
よ

る
効

果
※

災
害

発
生

履
歴

、
特

筆
す

べ
き

社
会

的
影

響
等

、
地

元
要

望
等

評
価

す
べ

き
効

果
を

記
載

災
害

情
報

の
提

供

維
持

管
理

の
協

力
体

制

関
連

事
業

の
有

無

地
域

の
協

力
体

制

防
災

等
活

動
の

実
施

危
険

箇
所

情
報

等
の

公
表

の
有

無

評
　

点

河
川

種
別

都
道

府
県

名
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞﾅ

箇
所

名
総

事
業

費
（
百

万
円

）
総

便
益

（
百

万
円

）
総

費
用

(百
万

円
)

B
／

Ｃ
一

般
資

産
被

害
軽

減
額

(百
万

円
)

農
作

物
被

害
軽

減
額

(百
万

円
)

公
共

土
木

施
設

等
被

害
軽

減
額

(百
万

円
)

人
的

被
害

軽
減

額
(百

万
円

)
土

砂
量

(千
m

3
)

災
　

害
　

発
　

生
　

時
　

の
　

影
　

響

保
全

人
家

戸
数

重
要

公
共

的
施

設
数

災
害

時
要

援
護

者
関

連
施

設

避
難

場
所

・
避

難
路

の
有

無

河
川

へ
の

影
響

過
去

の
災

害
実

績
や

事
業

実
施

の
緊

急
性

直
近

の
災

害
発

生
年

過
去

１
０

年
間

の
被

災
履

歴

人
的

被
害

最
大

被
災

戸
数

重
要

公
共

的
施

設
の

被
災

災
害

時
要

援
護

者
関

連
施

設
の

被
災

避
難

の
実

績

災
害

発
生

の
危

険

地
す

べ
り

地
形

の
有

無

地
す

べ
り

の
明

瞭
度

人
家

等
に

お
け

る
地

す
べ

り
の

兆
候
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様
式

Ｂ

【
地

す
べ

り
対

策
事

業
（
補

助
）

宮
城

県
ｵ

ｲ
ｸ
ﾎ

ﾞ
追

久
保

2
4
0

3
9
3

7
2

2
2
3
8

8
1

2
3
2

1
.7

・
本

地
域

に
お

い
て

は
、

平
成

1
9

年
7
月

1
5
日

に
地

す
べ

り
崩

落
が

発
生

し
河

川
閉

塞
に

よ
る

上
流

域
の

湛
水

が
生

じ
た

。
・
崩

落
に

よ
り

、
市

道
が

分
断

さ
れ

、
集

落
の

孤
立

化
が

一
時

発
生

し
た

。
・
周

辺
域

に
お

い
て

も
地

す
べ

り
性

の
変

動
が

確
認

さ
れ

て
お

り
、

地
す

べ
り

地
形

が
明

瞭
で

あ
る

こ
と

か
ら

対
策

の
緊

急
性

が
高

い
。

　
以

上
の

こ
と

か
ら

、
地

域
住

民
の

生
命

と
生

活
を

土
砂

災
害

か
ら

守
る

た
め

、
地

す
べ

り
対

策
事

業
を

実
施

す
る

必
要

が
あ

る
。

2
2

－
－

5
6
0

一
級

H
1
9

－
－

あ
り

－
－

明
瞭

明
瞭

－
－

あ
り

あ
り

あ
り

2
8

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

福
島

県
ｽ

ｶ
ﾞﾔ

菅
谷

1
8
0

3
1
4

1
2
1

4
6
9

1
2
0

1
6
6

1
.9

・
平

成
２

０
年

１
０

月
末

に
、

人
家

の
裏

山
で

地
す

べ
り

崩
落

が
発

生
し

、
納

屋
の

底
版

が
隆

起
す

る
被

害
を

受
け

る
。

・
地

す
べ

り
に

よ
り

１
世

帯
が

自
主

避
難

・
山

口
川

、
市

道
３

路
線

が
保

全
対

象
と

な
っ

て
い

る
。

・
地

元
よ

り
要

望
あ

り
　

以
上

の
こ

と
か

ら
、

地
域

住
民

の
生

命
と

生
活

を
土

砂
災

害
か

ら
守

る
た

め
、

地
す

べ
り

対
策

事
業

を
実

施
す

る
必

要
が

あ
る

。

6
3

－
－

1
5
0

渓
流

H
2
0

－
1

－
－

あ
り

明
瞭

部
分

的
あ

り
－

－
あ

り
あ

り
2
6

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

千
葉

県
ﾄｳ

ﾎ
ﾞｼ

ﾀ
ﾞ

東
星

田
4
7
1

4
6
6

1
2
7

7
2
4
1

9
1

4
6
3

1
.0

・
当

該
箇

所
は

、
平

成
2
0
年

4
月

の
豪

雨
に

よ
り

斜
面

が
崩

落
し

た
。

・
今

後
の

豪
雨

に
よ

り
斜

面
崩

壊
が

拡
大

し
、

地
す

べ
り

滑
動

が
活

発
化

す
る

恐
れ

が
あ

る
。

・
事

業
に

対
す

る
地

元
要

望
が

強
く
、

地
域

に
お

け
る

防
災

意
識

が
高

い
。

6
2

－
－

5
.5

渓
流

H
1
8

－
－

あ
り

-
あ

り
明

瞭
部

分
的

－
－

あ
り

あ
り

あ
り

2
5

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

長
野

県
ｼ
ｬ
ｸ
ﾞｳ

ｼ
ﾞ

社
宮

寺
2
4
0

4
3
0

2
6
7

1
2

1
1

1
4
0

2
1
9

2
.0

・
本

地
域

に
は

、
人

家
１

２
戸

及
び

、
交

通
網

に
つ

い
て

は
市

道
３

路
線

が
存

在
す

る
。

・
本

地
域

は
、

平
成

７
年

，
平

成
１

１
年

と
地

す
べ

り
が

発
生

し
て

お
り

，
平

成
１

９
年

よ
り

新
た

な
変

状
が

見
ら

れ
、

対
策

が
急

務
。

・
地

元
要

望
が

強
く
、

地
域

に
お

け
る

防
災

意
識

が
高

い
。

・
避

難
活

動
等

の
た

め
の

土
砂

災
害

に
対

す
る

取
組

が
実

施
さ

れ
て

い
る

。

1
2

1
－

あ
り

5
0

一
級

－
－

－
－

－
－

明
瞭

明
瞭

－
－

あ
り

あ
り

あ
り

2
2

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

長
野

県
ﾏ
ｴ
ｻ

ﾜ
前

沢
1
,0

0
0

2
,4

8
6

2
9
2

3
7
8
8

1
,4

0
3

8
6
7

2
.9

・
本

地
域

に
は

、
避

難
所

で
あ

る
公

民
館

、
人

家
６

戸
及

び
、

交
通

網
に

つ
い

て
は

国
道

が
存

在
す

る
。

・
本

地
域

は
、

平
成

１
６

年
に

地
す

べ
り

性
の

変
状

が
確

認
さ

れ
、

近
年

、
地

す
べ

り
活

動
が

活
発

化
し

て
お

り
、

対
策

が
急

務
。

・
地

元
要

望
が

強
く
、

地
域

に
お

け
る

防
災

意
識

が
高

い
。

・
避

難
活

動
等

の
た

め
の

土
砂

災
害

に
対

す
る

取
組

が
実

施
さ

れ
て

い
る

。

6
2

－
あ

り
2
,6

5
0

一
級

－
－

－
－

－
－

明
瞭

明
瞭

－
－

あ
り

あ
り

あ
り

2
4

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

災
害

発
生

の
危

険

地
す

べ
り

地
形

の
有

無

地
す

べ
り

の
明

瞭
度

人
家

等
に

お
け

る
地

す
べ

り
の

兆
候

過
去

の
災

害
実

績
や

事
業

実
施

の
緊

急
性

直
近

の
災

害
発

生
年

過
去

１
０

年
間

の
被

災
履

歴

人
的

被
害

最
大

被
災

戸
数

重
要

公
共

的
施

設
の

被
災

災
害

時
要

援
護

者
関

連
施

設
の

被
災

避
難

の
実

績
土

砂
量

(千
m

3)

災
　

害
　

発
　

生
　

時
　

の
　

影
　

響

保
全

人
家

戸
数

重
要

公
共

的
施

設
数

災
害

時
要

援
護

者
関

連
施

設

避
難

場
所

・
避

難
路

の
有

無

河
川

へ
の

影
響

総
費

用
(百

万
円

)
B

／
Ｃ

一
般

資
産

被
害

軽
減

額
(百

万
円

)

農
作

物
被

害
軽

減
額

(百
万

円
)

公
共

土
木

施
設

等
被

害
軽

減
額

(百
万

円
)

人
的

被
害

軽
減

額
(百

万
円

)

都
道

府
県

名
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞﾅ

箇
所

名
総

事
業

費
（
百

万
円

）
総

便
益

（
百

万
円

）

担
当

課
（
担

当
課

長
名

）

そ
の

他
の

指
標

に
よ

る
効

果
※

災
害

発
生

履
歴

、
特

筆
す

べ
き

社
会

的
影

響
等

、
地

元
要

望
等

評
価

す
べ

き
効

果
を

記
載

災
害

情
報

の
提

供

維
持

管
理

の
協

力
体

制

関
連

事
業

の
有

無

地
域

の
協

力
体

制

防
災

等
活

動
の

実
施

危
険

箇
所

情
報

等
の

公
表

の
有

無

評
　

点

河
川

種
別
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様
式

Ｂ

災
害

発
生

の
危

険

地
す

べ
り

地
形

の
有

無

地
す

べ
り

の
明

瞭
度

人
家

等
に

お
け

る
地

す
べ

り
の

兆
候

過
去

の
災

害
実

績
や

事
業

実
施

の
緊

急
性

直
近

の
災

害
発

生
年

過
去

１
０

年
間

の
被

災
履

歴

人
的

被
害

最
大

被
災

戸
数

重
要

公
共

的
施

設
の

被
災

災
害

時
要

援
護

者
関

連
施

設
の

被
災

避
難

の
実

績
土

砂
量

(千
m

3)

災
　

害
　

発
　

生
　

時
　

の
　

影
　

響

保
全

人
家

戸
数

重
要

公
共

的
施

設
数

災
害

時
要

援
護

者
関

連
施

設

避
難

場
所

・
避

難
路

の
有

無

河
川

へ
の

影
響

総
費

用
(百

万
円

)
B

／
Ｃ

一
般

資
産

被
害

軽
減

額
(百

万
円

)

農
作

物
被

害
軽

減
額

(百
万

円
)

公
共

土
木

施
設

等
被

害
軽

減
額

(百
万

円
)

人
的

被
害

軽
減

額
(百

万
円

)

都
道

府
県

名
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞﾅ

箇
所

名
総

事
業

費
（
百

万
円

）
総

便
益

（
百

万
円

）

担
当

課
（
担

当
課

長
名

）

そ
の

他
の

指
標

に
よ

る
効

果
※

災
害

発
生

履
歴

、
特

筆
す

べ
き

社
会

的
影

響
等

、
地

元
要

望
等

評
価

す
べ

き
効

果
を

記
載

災
害

情
報

の
提

供

維
持

管
理

の
協

力
体

制

関
連

事
業

の
有

無

地
域

の
協

力
体

制

防
災

等
活

動
の

実
施

危
険

箇
所

情
報

等
の

公
表

の
有

無

評
　

点

河
川

種
別

長
野

県
ｶ
ﾜ
ｺ
ﾞ

川
後

2
0
0

7
4
2

4
6
2

2
0

8
2

1
7
8

1
8
5

4
.0

・
本

地
域

に
は

、
人

家
２

０
戸

及
び

、
交

通
網

に
つ

い
て

は
県

道
、

市
道

が
存

在
す

る
。

・
本

地
域

は
、

平
成

２
０

年
の

降
雨

等
よ

る
地

す
べ

り
活

動
に

よ
り

、
人

家
等

に
被

害
が

発
生

し
て

お
り

、
対

策
が

急
務

。
・
地

元
要

望
が

強
く
、

地
域

に
お

け
る

防
災

意
識

が
高

い
。

・
避

難
活

動
等

の
た

め
の

土
砂

災
害

に
対

す
る

取
組

が
実

施
さ

れ
て

い
る

。

2
0

1
－

あ
り

1
2
0

一
級

－
－

－
－

－
－

明
瞭

明
瞭

あ
り

－
あ

り
あ

り
あ

り
2
6

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

新
潟

県
ｱ

ｵ
ｼ
ﾏ

青
島

2
4
0

8
8
7

5
0
7

4
1
8
2

1
9
4

2
2
1

4
.0

・
人

家
背

後
に

設
置

さ
れ

て
い

る
大

型
フ

ト
ン

篭
が

変
状

し
て

お
り

、
地

す
べ

り
の

滑
動

の
兆

候
が

確
認

さ
れ

、
対

策
の

緊
急

性
が

高
い

。
・
避

難
活

動
等

の
土

砂
災

害
に

対
す

る
取

組
が

実
施

さ
れ

て
い

る
。

2
3

2
－

あ
り

5
.1

一
級

－
－

－
－

－
－

明
瞭

明
瞭

あ
り

－
あ

り
あ

り
あ

り
2
6

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

新
潟

県
ﾀ
ｲ
ﾗ

平
2
2
0

9
5
8

4
6
9

2
8

2
9
7

1
6
4

2
0
3

4
.7

・
毎

年
融

雪
・
降

雨
期

に
な

る
と

、
道

路
の

亀
裂

・
水

田
畦

畔
の

崩
壊

や
湧

水
の

発
生

等
の

地
す

べ
り

の
兆

候
が

顕
著

で
あ

る
。

・
地

す
べ

り
が

発
生

し
た

場
合

、
人

家
や

市
道

お
よ

び
河

川
に

甚
大

な
被

害
を

及
ぼ

す
こ

と
が

予
想

さ
れ

、
対

策
の

緊
急

性
が

高
い

。

2
1

2
－

－
1
,6

1
0

二
級

H
1
8

－
－

あ
り

－
－

明
瞭

明
瞭

－
－

あ
り

あ
り

あ
り

2
8

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

富
山

県
ｽ

ﾜ
ﾏ
ﾁ

諏
訪

町
4
0
0

1
,0

7
4

6
2
4

－
2
9

4
1
7

3
4
8

3
.1

・
当

地
区

は
県

内
の

地
す

べ
り

集
中

地
帯

で
あ

る
八

尾
町

に
位

置
し

、
神

通
川

水
系

井
田

川
の

右
岸

斜
面

に
位

置
し

て
い

る
。

・
保

全
対

象
に

は
人

家
７

４
戸

、
国

道
４

７
２

号
な

ど
が

あ
り

、
地

す
べ

り
発

生
時

に
は

こ
れ

ら
の

施
設

に
甚

大
な

被
害

が
予

想
さ

れ
る

。
・
地

区
内

で
は

、
民

家
基

礎
の

変
状

、
崩

壊
跡

、
滑

落
崖

が
見

受
け

ら
れ

、
地

域
住

民
か

ら
も

強
く
土

砂
災

害
対

策
を

要
望

さ
れ

て
い

る
。

7
4

1
－

－
2
,1

0
0

一
級

－
－

－
－

－
－

明
瞭

明
瞭

あ
り

－
あ

り
あ

り
あ

り
2
6

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

静
岡

ﾀ
ﾁ
ﾊ

ﾞﾅ
橘

7
6
1

1
,0

4
5

3
5
9

1
0

5
0
1

1
7
5

8
0
0

1
.3

・
伏

間
川

上
流

に
位

置
し

、
四

万
十

帯
に

属
す

る
脆

弱
で

複
雑

な
地

質
構

造
を

呈
し

て
い

る
。

・
平

成
1
6
年

1
0
月

の
秋

雨
前

線
豪

雨
に

よ
り

災
害

関
連

緊
急

地
す

べ
り

対
策

事
業

で
対

応
を

図
っ

て
き

た
箇

所
で

あ
る

。
・
近

年
に

な
り

未
対

策
ブ

ロ
ッ

ク
を

中
心

に
亀

裂
の

発
達

等
地

す
べ

り
性

の
変

状
が

見
受

け
ら

れ
て

い
る

。
こ

の
た

め
地

す
べ

り
被

害
の

拡
大

防
止

を
図

る
た

め
地

下
水

排
除

工
を

中
心

と
し

た
対

策
工

を
講

じ
る

こ
と

と
す

る
。

2
0

1
－

3
0
0

渓
流

Ｈ
1
6

－
7

あ
り

－
－

明
瞭

明
瞭

あ
り

－
あ

り
あ

り
あ

り
3
0

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

兵
庫

県
ｾ

ｷ
ﾉ
ﾐﾔ

関
宮

4
5
0

5
,6

7
1

2
,7

5
0

2
1
5

2
,0

5
8

6
4
8

4
1
3

1
3
.7

・
保

全
対

象
に

、
民

家
1
1
8
戸

、
養

父
市

関
宮

高
齢

者
総

合
福

祉
セ

ン
タ

ー
、

診
療

所
、

防
災

拠
点

の
関

宮
地

域
局

、
避

難
所

の
関

宮
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
セ

ン
タ

ー
他

公
民

館
4
箇

所
、

緊
急

輸
送

路
の

国
道

９
号

が
あ

る
。

・
地

元
要

望
が

強
く
、

地
域

に
お

け
る

防
災

意
識

が
高

い
。

1
1
8

5
2

5
1

一
級

Ｈ
1
6

－
1

あ
り

－
あ

り
明

瞭
明

瞭
あ

り
－

あ
り

あ
り

あ
り

3
9

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）
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様
式

Ｂ

災
害

発
生

の
危

険

地
す

べ
り

地
形

の
有

無

地
す

べ
り

の
明

瞭
度

人
家

等
に

お
け

る
地

す
べ

り
の

兆
候

過
去

の
災

害
実

績
や

事
業

実
施

の
緊

急
性

直
近

の
災

害
発

生
年

過
去

１
０

年
間

の
被

災
履

歴

人
的

被
害

最
大

被
災

戸
数

重
要

公
共

的
施

設
の

被
災

災
害

時
要

援
護

者
関

連
施

設
の

被
災

避
難

の
実

績
土

砂
量

(千
m

3)

災
　

害
　

発
　

生
　

時
　

の
　

影
　

響

保
全

人
家

戸
数

重
要

公
共

的
施

設
数

災
害

時
要

援
護

者
関

連
施

設

避
難

場
所

・
避

難
路

の
有

無

河
川

へ
の

影
響

総
費

用
(百

万
円

)
B

／
Ｃ

一
般

資
産

被
害

軽
減

額
(百

万
円

)

農
作

物
被

害
軽

減
額

(百
万

円
)

公
共

土
木

施
設

等
被

害
軽

減
額

(百
万

円
)

人
的

被
害

軽
減

額
(百

万
円

)

都
道

府
県

名
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞﾅ

箇
所

名
総

事
業

費
（
百

万
円

）
総

便
益

（
百

万
円

）

担
当

課
（
担

当
課

長
名

）

そ
の

他
の

指
標

に
よ

る
効

果
※

災
害

発
生

履
歴

、
特

筆
す

べ
き

社
会

的
影

響
等

、
地

元
要

望
等

評
価

す
べ

き
効

果
を

記
載

災
害

情
報

の
提

供

維
持

管
理

の
協

力
体

制

関
連

事
業

の
有

無

地
域

の
協

力
体

制

防
災

等
活

動
の

実
施

危
険

箇
所

情
報

等
の

公
表

の
有

無

評
　

点

河
川

種
別

兵
庫

県
ﾏ
ｴ

前
1
0
0

8
2
5

5
9
6

1
9

0
2
0
9

9
5

8
.7

・
保

全
対

象
に

、
民

家
4
9
戸

、
避

難
所

で
あ

る
前

公
民

館
､県

道
、

町
道

、
二

級
河

川
岸

田
川

が
あ

る
。

・
地

元
要

望
が

強
く
、

地
域

に
お

け
る

防
災

意
識

が
高

い
。

4
9

2
－

あ
り

3
,0

0
0

二
級

H
1
9

－
－

あ
り

－
－

明
瞭

明
瞭

あ
り

－
あ

り
あ

り
あ

り
3
5

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

岡
山

県
ﾊ

ﾀ
ﾉ
ｳ

ｴ
畑

ノ
上

1
1
1

7
5
7

3
9
0

9
2
1
2

1
4
6

3
7
2

2
.0

・
当

地
区

の
住

民
は

、
古

く
か

ら
地

す
べ

り
災

害
に

悩
ま

さ
れ

て
き

て
お

り
、

近
年

で
は

住
家

等
に

顕
著

な
地

す
べ

り
変

状
が

現
れ

、
地

元
か

ら
地

す
べ

り
対

策
事

業
に

対
す

る
要

望
書

も
提

出
さ

れ
て

い
る

。
・
当

地
区

の
県

道
や

市
道

（
避

難
路

）
等

の
重

要
公

共
施

設
や

公
民

館
等

の
公

共
施

設
の

保
全

は
急

務
と

い
え

る
。

3
0

3
－

あ
り

1
,7

5
0

一
級

Ｈ
１

－
－

－
－

－
明

瞭
明

瞭
あ

り
－

あ
り

あ
り

あ
り

3
1

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

山
口

県
ﾜ
ﾘ
ｲ
ｼ

割
石

2
0
0

2
7
1

1
4
1

1
2
1

1
0
8

1
8
3

1
.5

・
本

地
区

は
、

人
家

、
市

道
が

存
在

し
、

昭
和

５
３

年
～

５
８

年
に

か
け

て
地

す
べ

り
対

策
事

業
を

実
施

し
て

い
る

。
・
地

元
住

民
か

ら
家

屋
等

に
変

状
が

見
ら

れ
る

と
報

告
さ

れ
る

な
ど

、
地

す
べ

り
現

象
に

対
す

る
意

識
は

高
い

。
・
ま

た
周

辺
地

域
に

お
い

て
も

地
す

べ
り

性
の

変
動

が
確

認
さ

れ
て

お
り

、
地

す
べ

り
地

形
が

明
瞭

で
あ

る
こ

と
か

ら
対

策
の

緊
急

性
が

高
い

。

7
1

－
あ

り
-

-
H

2
0

－
－

－
－

あ
り

明
瞭

明
瞭

あ
り

－
あ

り
あ

り
あ

り
2
6

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

徳
島

県
オ

オ
ト

大
藤

1
1
2
7

5
,2

9
4

1
,8

6
5

7
2
,9

1
7

5
0
5

1
,2

2
3

4
.3

・
本

地
域

に
は

、
避

難
所

で
あ

る
旧

小
学

校
が

存
在

し
、

交
通

網
に

つ
い

て
も

迂
回

路
が

な
い

。
・
本

地
域

の
多

く
は

山
地

で
あ

り
、

尾
根

部
に

集
落

が
点

在
し

て
い

る
。

・
近

年
の

地
す

べ
り

の
変

状
が

見
受

け
ら

れ
、

対
策

の
実

施
が

急
務

。
・
危

険
箇

所
点

検
を

行
う

な
ど

土
砂

災
害

に
対

す
る

取
組

が
な

さ
れ

て
い

る
。

7
6

2
－

あ
り

2
1
0

一
級

-
－

－
－

－
-

明
瞭

部
分

的
あ

り
－

あ
り

－
あ

り
2
5

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

徳
島

県
コ

イ
古

井
8
5
6

1
,9

0
1

1
,1

3
3

1
4
1
6

3
5
1

9
2
1

2
.1

・
本

地
域

に
は

、
一

般
国

道
（
１

９
３

号
倉

羅
倍

バ
イ

パ
ス

）
の

交
通

網
が

存
在

。
・
本

地
域

の
多

く
は

山
地

で
あ

り
、

尾
根

部
に

集
落

が
点

在
し

て
い

る
。

・
土

砂
災

害
危

険
箇

所
図

に
よ

る
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

の
配

布
に

よ
り

、
円

滑
な

警
戒

避
難

に
係

る
情

報
を

周
知

し
て

い
る

。
・
地

元
住

民
か

ら
地

す
べ

り
防

止
区

域
内

で
の

斜
面

の
変

状
が

報
告

さ
れ

る
な

ど
、

地
す

べ
り

現
象

に
対

す
る

意
識

が
高

い
。

4
9

2
－

あ
り

3
6
0

一
級

-
－

－
－

－
-

明
瞭

部
分

的
あ

り
あ

り
あ

り
－

あ
り

2
8

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

愛
媛

県
ﾀ
ﾞﾝ 段

4
0
8

1
,3

4
0

7
2
4

4
2
6
0

3
5
2

3
8
1

3
.5

・
家

屋
等

に
地

す
べ

り
に

よ
る

影
響

も
認

め
ら

れ
対

策
の

必
要

性
が

高
い

。
・
久

万
高

原
町

か
ら

も
早

期
事

業
化

の
強

い
要

望
が

あ
る

。
・
人

家
7
2
戸

を
始

め
と

し
、

県
道

、
郵

便
局

等
の

保
全

す
べ

き
施

設
が

多
数

存
在

す
る

。

7
2

4
－

あ
り

2
,0

2
0

一
級

－
－

－
－

－
－

明
瞭

明
瞭

あ
り

－
あ

り
あ

り
あ

り
2
9

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）
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様
式

Ｂ

災
害

発
生

の
危

険

地
す

べ
り

地
形

の
有

無

地
す

べ
り

の
明

瞭
度

人
家

等
に

お
け

る
地

す
べ

り
の

兆
候

過
去

の
災

害
実

績
や

事
業

実
施

の
緊

急
性

直
近

の
災

害
発

生
年

過
去

１
０

年
間

の
被

災
履

歴

人
的

被
害

最
大

被
災

戸
数

重
要

公
共

的
施

設
の

被
災

災
害

時
要

援
護

者
関

連
施

設
の

被
災

避
難

の
実

績
土

砂
量

(千
m

3)

災
　

害
　

発
　

生
　

時
　

の
　

影
　

響

保
全

人
家

戸
数

重
要

公
共

的
施

設
数

災
害

時
要

援
護

者
関

連
施

設

避
難

場
所

・
避

難
路

の
有

無

河
川

へ
の

影
響

総
費

用
(百

万
円

)
B

／
Ｃ

一
般

資
産

被
害

軽
減

額
(百

万
円

)

農
作

物
被

害
軽

減
額

(百
万

円
)

公
共

土
木

施
設

等
被

害
軽

減
額

(百
万

円
)

人
的

被
害

軽
減

額
(百

万
円

)

都
道

府
県

名
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞﾅ

箇
所

名
総

事
業

費
（
百

万
円

）
総

便
益

（
百

万
円

）

担
当

課
（
担

当
課

長
名

）

そ
の

他
の

指
標

に
よ

る
効

果
※

災
害

発
生

履
歴

、
特

筆
す

べ
き

社
会

的
影

響
等

、
地

元
要

望
等

評
価

す
べ

き
効

果
を

記
載

災
害

情
報

の
提

供

維
持

管
理

の
協

力
体

制

関
連

事
業

の
有

無

地
域

の
協

力
体

制

防
災

等
活

動
の

実
施

危
険

箇
所

情
報

等
の

公
表

の
有

無

評
　

点

河
川

種
別

大
分

県
ｶ
ﾈ 金

4
2
0

1
,1

6
6

7
8
8

2
1
1
3

2
6
3

3
8
2

3
.1

・
近

年
の

集
中

豪
雨

に
よ

り
地

す
べ

り
変

状
（
斜

面
の

滑
落

、
崩

壊
、

亀
裂

）
等

が
発

生
し

て
お

り
対

策
の

実
施

が
急

務
で

あ
る

。
・
保

全
対

象
は

４
５

戸
、

金
地

区
公

民
館

（
避

難
所

）
、

県
道

稲
積

姫
島

港
線

（
避

難
路

）
・
県

道
稲

積
姫

島
港

線
は

島
を

縦
断

し
、

姫
島

の
物

流
拠

点
で

あ
る

姫
島

港
に

結
ば

れ
る

唯
一

の
幹

線
道

で
あ

る
。

・
地

元
住

民
よ

り
斜

面
の

変
状

が
報

告
さ

れ
る

な
ど

、
住

民
の

防
災

意
識

は
高

く
、

事
業

に
対

す
る

要
望

が
強

い
。

4
5

3
－

あ
り

1
3
5

普
通

Ｈ
1
8

－
－

－
－

－
明

瞭
明

瞭
あ

り
－

あ
り

あ
り

あ
り

3
0

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

宮
崎

県
ｼ
ﾏ
ﾄ

島
戸

2
,5

8
9

8
,6

7
9

5
8
9

1
7

7
,9

6
1

1
1
2

2
,5

8
4

3
.4

・
平

成
1
7
年

9
月

（
台

風
1
4
号

）
で

地
す

べ
り

災
害

発
生

・
天

然
ダ

ム
形

成
に

よ
る

被
害

の
恐

れ
あ

り

1
3
4

3
2

－
1
2
,0

0
0

二
級

H
1
7

－
－

あ
り

－
あ

り
明

瞭
明

瞭
あ

り
－

あ
り

－
あ

り
3
4

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

鹿
児

島
県

ﾆ
ｼ
ｱ

ﾑ
ﾛ

西
阿

室
1
2
6

1
6
1

4
8

1
8

1
6

7
9

1
2
4

1
.3

・
保

全
対

象
で

あ
る

町
道

に
は

，
西

阿
室

集
落

（
６

７
世

帯
）
の

ほ
か

与
路

島
（
９

１
世

帯
）
，

請
島

（
１

１
３

世
帯

）
へ

通
じ

る
電

気
・
電

話
等

の
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
が

敷
設

さ
れ

て
お

り
，

地
す

べ
り

に
よ

り
寸

断
さ

れ
た

場
合

は
多

く
の

住
民

の
日

常
生

活
に

支
障

を
き

た
す

。

2
8

2
－

－
8
5

渓
流

Ｈ
1
8

－
－

－
－

－
明

瞭
明

瞭
－

－
あ

り
あ

り
あ

り
2
2

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

沖
縄

県
ア

サ
ト

安
里

1
,9

0
5

2
,1

7
6

1
,4

8
1

8
1
1
3

5
7
4

1
,8

9
1

1
.2

・
当

該
地

区
で

は
、

平
成

１
８

年
６

月
１

０
日

に
大

規
模

な
地

す
べ

り
が

発
生

。
村

道
及

び
県

道
が

被
災

し
斜

面
下

の
住

宅
付

近
ま

で
流

動
化

し
た

土
砂

が
流

入
、

８
２

世
帯

が
避

難
し

た
。

 そ
の

内
、

７
世

帯
１

９
名

が
避

難
所

生
活

を
強

い
ら

れ
た

。
(平

成
１

９
年

１
２

月
１

０
日

付
け

、
避

難
解

除
。

）
・
地

す
べ

り
が

発
生

し
た

斜
面

に
隣

接
す

る
場

所
に

は
亀

裂
等

が
み

ら
れ

、
こ

の
ま

ま
放

置
す

る
と

斜
面

上
下

部
の

住
宅

及
び

斜
面

中
腹

に
あ

る
県

道
に

甚
大

な
土

砂
災

害
を

引
き

起
こ

す
お

そ
れ

が
あ

る
。

地
元

自
治

体
お

よ
び

地
元

住
民

よ
り

要
望

も
あ

る
こ

と
か

ら
早

急
に

対
策

を
実

施
す

る
必

要
が

あ
る

。
・
土

砂
災

害
防

止
月

間
期

間
中

に
避

難
訓

練
を

実
施

し
て

い
る

。

7
9

2
－

あ
り

1
4

渓
流

H
1
8

－
2

あ
り

－
あ

り
明

瞭
明

瞭
あ

り
－

あ
り

－
あ

り
3
4

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　

南
哲

行
）

59



箇所名：東星田地区地すべり対策事業
とうほしだ

１．事業の概要
１）位 置：千葉県南房総市

みなみぼうそうし

２）地すべり防止区域面積：45.0ha

３）工種：排土工

４）総事業費：約4.7億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
・地すべり災害から、人家6戸、主要生活道路である県道鴨川富山線などを保全する。

２）必要性：
・豪雨による斜面崩落の進行等により、地すべりが活動し、道路や人家に被害の

恐れがあるため、地すべり対策を実施する必要がある。

３．費用効果分析の結果
地すべり対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
4.7億円 4.6億円 1.0

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠

【内訳】直接的被害軽減便益 4.7億円
【主な根拠】人家：6戸、県道：1,175ｍ

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規事業着手

６．関係者の意見
地元から強い要望がある。

6 3 － － 150 渓流 H20 － 1 － － あり 明瞭 部分的 あり － － あり あり
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土砂量
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災　害　発　生　時　の　影　響
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重要公共
的施設数

災害時要
援護者関
連施設

避難場
所・避難
路の有無

河川への影響

過去の災害実績や事業実施の緊急性

直近の災
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り地形
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の明瞭
度

人家等に
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すべりの
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箇所名：橘地区地すべり対策事業
たちばな

１．事業の概要

１）位 置：静岡県周智郡森町
し ゆ う ち ぐ ん も り ま ち

２）地すべり防止区域面積：32.9ha

３）工種：横ボーリング工､集水井工、集水ボーリング工、鋼管杭工

４）総事業費：約7.6億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
・地すべり対策事業を実施して地すべり防止施設等の新設を行うことにより、人家、

公共建物、河川、道路等の公共施設その他のものに対する地すべり等による被害
を除却し又は軽減し、国土の保全と民政の安定に資することを目的とする。

２）必要性：
・当該箇所は、既設対策工の効果範囲が経年変化により限定的になり、さらに未

対策箇所であるブロック上部及び下部に変状が発生している。特に下部末端の変
状が進行した場合、後退型地すべりの特性として、ブロック上方に拡大する恐れ
がある。このため、集水ボーリング工など地下水排除工を中心とした対策を行う
ことにより、変状を抑制する必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
10億円 8.0億円 1.3

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減便益 8.8億円

間接的被害軽減便益 1.6億円
【主な根拠】保全人家20戸、町道1,770ｍ、橋梁9箇所、

寺社1施設

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 再開事業着手

６．関係者の意見
森町から早期着手の強い要望がある。

20 1 － 300 渓流 Ｈ16 － 7 あり － － 明瞭 明瞭 あり － あり あり あり
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箇所名：割石地区地すべり対策事業
わ り い し

１．事業の概要
１）位 置：山口県柳井市

や な い し

２）地すべり防止区域面積：10.5ha
３）概 要：横ボーリング工、集水井工、アンカー工
４）総事業費：約2.0億円

２．目的及び必要性
１）目的

、 、 、 。・地すべりによる土砂災害から 人家 耕地 公共施設等を守ることを目的とする
２）必要性

近年の集中豪雨等の影響により、新たな地すべり変動が見られ、変状をきたした・
家屋や、法面において湧水を伴う表層崩壊が数多く見られる。このため地すべり
現象が活発化すると、人家や市道に甚大な被害が想定される。このため、人命・
財産を保全するためにも地すべり対策事業に着手する必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
2.7億円 1.8億円 1.5

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減便益 2.7億円
【主な根拠】 人家7戸、市道460m

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規事業着手

６．関係者の意見
柳井市から早期対策の強い要望がある

7 1 － あり - - H20 － － － － あり 明瞭 明瞭 あり － あり あり あり
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箇所名：西阿室地区地すべり対策事業
に し あ む ろ

１．事業の概要

１）位 置：鹿児島県大島郡瀬戸内町
おおしまぐんせとうちちょう

２）地すべり防止区域面積：6.9ha

３）全体計画：抑止杭工・渓流保全工

４）総事業費：約1.3億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
・当事業箇所は平成18年6月の豪雨により地すべりが発生した箇所であり、再度災害

防止のため、同年度に採択された災害関連緊急地すべり対策事業及び平成19年か
らの特定緊急地すべり対策事業で恒久対策を実施している。更に、平成21年から
地すべり対策事業を実施することで、当該箇所における地すべり対策を完了し民
生の安定を図りたい。

２）必要性：
・西阿室集落の人家28戸、小学校、公民館や集落へ通じる町道400m等を地すべり

による被害から保全することができる
・保全対象である町道には、西阿室集落（67世帯）のほか与路島（91世帯）、請

島（113世帯）へ通じる電気・電話等のライフラインが敷設されており、地すべり
により村道が寸断された場合は多くの住民の日常生活に支障をきたす。

・当該箇所は平成18年に地すべりが発生しているので、住民の地すべり対策への要
望も強く、対策事業を完了することで民生の安定を図ることができる。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
1.6億円 1.2億円 1.3

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減便益 0.79億円

間接的被害軽減便益 0.82億円
【主な根拠】人家28戸，小学校，公民館，町道400m

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規事業着手

６．関係者の意見
地元からは早期に事業完了して欲しいとの要望がある。

28 2 － － 85 渓流 Ｈ18 － － － － － 明瞭 明瞭 － － あり あり あり
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箇所名：安里地区地すべり対策事業
あ さ と

１．事業の概要

１）位 置：沖縄県中頭郡中城村
なかがみぐんなかぐすくそん

２）地すべり防止区域面積：6.9ha
３）工種：法枠工、抑止杭工、横ボーリング工、排水工 等

３）総事業費：約19億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
・当地区は、沖縄県本島中部の中城村字安里に位置し、重要港湾である中城湾を望

む東向きの斜面である。斜面には変動を示す滑落崖や上部の村道において亀裂等
が確認されていることから、土砂災害を未然に防止するため地すべり対策を講じ
るものである。

２）必要性：
・当該地区では、平成18年6月10日に大規模な地すべりが発生。村道及び県道が被

災し斜面下の住宅付近まで流動化した土砂が流入、82世帯が避難した。その内、
７世帯19名が避難所生活を強いられた。(平成19年12月10日付け、避難解除。）

・地すべりが発生した斜面に隣接する場所には亀裂等がみられ、このまま放置する
と斜面上下部の住宅及び斜面中腹にある県道に甚大な土砂災害を引き起こすおそ
れがあるため地すべり対策を実施する。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
22億円 19億円 1.2

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】直接的被害軽減便益 22億円
【主な根拠】人家79戸、公民館1施設、県道750ｍ、村道360ｍ

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規事業着手

６．関係者の意見
中城村および地元自治会からの強い要望がある。

79 2 － あり 14 渓流 H18 － 2 あり － あり 明瞭 明瞭 あり － あり － あり

災害情報
の提供

維持管理
の協力体

制

関連事
業の有
無

地域の協力体制

防災等活
動の実施

危険箇所
情報等の
公表の有

無河川種別
土砂量
(千m3)

災　害　発　生　時　の　影　響

保全人家
戸数

重要公共
的施設数

災害時要
援護者関
連施設

避難場
所・避難
路の有無

河川への影響

過去の災害実績や事業実施の緊急性

直近の災
害発生年

過去１０年間の被災履歴

人的被害
最大被災
戸数

重要公共
的施設の

被災

災害時要援
護者関連施
設の被災

避難の
実績

災害発生の危険

地すべ
り地形
の有無

地すべり
の明瞭
度

人家等に
おける地
すべりの
兆候

様式Ｃ
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様
式
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【
急

傾
斜

地
崩

壊
対

策
事

業
（
補

助
）
】

災
害
情
報

の
提
供

一
般
資
産

被
害
軽
減

額

農
作
物
被

害
軽
減
額

公
共
土
木

施
設
等
被

害
軽
減
額

人
的
被
害

軽
減
額

（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）
（
百
万
円
）

北
海

道
今
金
田
代
１

1
3
5

3
1
7

8
0

－
1
9
4

4
3

1
2
9

2
.5

・
避
難
所
で
あ
る
「
八
束
交
流
セ
ン

タ
ー
」
が
あ
り
、
被
災
す
る
と
避
難
活

動
に
重
大
な
影
響
が
で
る
。

3
1

－
あ
り

－
－

－
－

－
－

2
3

3
5

凸
状

明
瞭

－
崩
積
土

常
時
あ
り

良
－

あ
り

あ
り

あ
り

2
0

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　
南

哲
行

）

群
馬

県
籾
山

1
1
5

7
0
6

5
6
5

－
1
1

1
3
0

1
0
6

6
.7

・
平
成
1
7
年
に
斜
面
崩
壊
が
発
生
し

て
お
り
斜
面
直
下
の
人
家
に
被
害
を

与
え
る
恐
れ
が
高
い
。

2
0

1
－

－
H
1
7

－
－

－
－

あ
り

5
0

3
0

直
線

明
瞭

あ
り

硬
岩

斜
面
が
常

に
湿
潤

不
良

－
あ
り

あ
り

あ
り

2
5

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　
南

哲
行

）

神
奈

川
県

田
代
Ａ

7
8

8
9
0

6
0
5

－
8

2
7
7

7
4

1
2
.0

・
避
難
路
で
あ
る
町
道
が
あ
り
、
被
災

す
る
と
災
害
復
旧
活
動
に
重
大
な
影

響
が
で
る
。

4
1

1
－

あ
り

－
－

－
－

－
－

4
3

3
3

凸
状

－
あ
り

強
風

化
岩

降
水
時
あ

り
不
良

－
あ
り

あ
り

あ
り

2
5

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　
南

哲
行

）

山
梨

県
白
井
平
の
２

9
5

2
8
6

1
9
3

－
2
5

6
8

9
1

3
.1

・
避
難
路
で
あ
る
国
道
が
あ
り
、
被
災

す
る
と
災
害
復
旧
活
動
に
重
大
な
影

響
が
で
る
。

6
1

－
あ
り

－
－

－
－

－
－

1
5

3
6

直
線

明
瞭

－
崩
積
土

斜
面
が
常

に
湿
潤

良
－

あ
り

あ
り

あ
り

1
8

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　
南

哲
行

）

長
野

県
取
出

3
0
0

1
,0
5
8

7
0
9

－
2
1
1

1
3
8

2
7
3

3
.9

・
避
難
所
で
あ
る
集
会
施
設
、
避
難

路
で
あ
る
市
道
が
あ
り
、
被
災
す
る
と

避
難
活
動
に
重
大
な
影
響
が
で
る
。

2
2

3
－

あ
り

H
1
1

－
－

－
－

－
3
0

4
5

直
線

不
明
瞭

あ
り

段
丘

堆
積

物
降
水
時
あ

り
良

－
あ
り

あ
り

あ
り

2
8

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　
南

哲
行

）

長
野

県
桜
坂
小
瀬
幅

4
0
0

2
,3
3
5

1
,8
8
7

－
9
9

3
4
9

3
4
6

6
.7

・
避
難
路
で
あ
る
市
道
が
あ
り
、
被
災

す
る
と
災
害
復
旧
活
動
に
重
大
な
影

響
が
で
る
。

6
1

1
－

あ
り

H
1
9

－
－

－
－

－
1
3
0

4
4

凸
状

明
瞭

－
強

風
化

岩
－

良
－

あ
り

あ
り

あ
り

2
8

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　
南

哲
行

）

新
潟

県
牧
野

1
7
0

3
2
1

2
0
8

－
6
7

4
6

1
6
2

2
.0

・
避
難
路
で
あ
る
市
道
が
あ
り
、
被
災

す
る
と
災
害
復
旧
活
動
に
重
大
な
影

響
が
で
る
。

7
1

－
あ
り

H
1
1

－
－

－
－

－
2
5

6
5

凸
状

明
瞭

あ
り

軟
岩

常
時
あ
り

不
良

－
あ
り

あ
り

あ
り

2
7

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　
南

哲
行

）

新
潟

県
間
瀬
一
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・
本
村

9
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1
,4
3
1

1
,1
7
0

－
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1

2
2
0

8
6

1
6
.6

・
平
成
1
5
年
に
斜
面
崩
壊
が
発
生
し

て
お
り
斜
面
直
下
の
人
家
に
被
害
を

与
え
る
恐
れ
が
高
い
。

3
1

3
－
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H
1
5

－
－

－
－

－
3
9

3
9

凸
状

明
瞭

あ
り

軟
岩

降
水
時
あ

り
不
良

－
あ
り

あ
り

あ
り

2
5

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課
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南

哲
行

）

和
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山
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屋
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）

8
0

2
6
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1
8
4
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1
2

6
6

7
6

3
.4

・
避
難
路
で
あ
る
県
道
が
あ
り
、
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災

す
る
と
災
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復
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活
動
に
重
大
な
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。

6
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あ
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不
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あ
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良
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2

本
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河
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局
砂
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課
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南
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行

）
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松
原
２

1
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1
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2

9
0
3

－
2
0
9

1
7
0

9
4

1
3
.6

・
避
難
所
で
あ
る
集
会
所
、
避
難
路

で
あ
る
県
道
が
あ
り
、
被
災
す
る
と
災

害
復
旧
活
動
に
重
大
な
影
響
が
で

る
。

・
平
成
1
8
年
に
斜
面
崩
壊
が
発
生
し

て
お
り
斜
面
直
下
の
人
家
に
被
害
を

与
え
る
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れ
が
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い
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3
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1
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凸
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9
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河
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課
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）

1
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1
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2
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避
難
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で
あ
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小
学
校
が
あ
り
、
被

災
す
る
と
避
難
活
動
に
重
大
な
影
響

が
で
る
。

3
3

重
要

あ
り

－
－

－
－

－
－

3
0

3
5

凸
状

不
明
瞭

－
段

丘
堆

積
物

降
水
時
あ

り
不
良

－
あ
り

あ
り

あ
り

2
4

本
省

河
川
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徳
島

県
阿
川
小

1
1
5

8
1
2

5
1
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7
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避
難
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で
あ
る
小
学
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、
避
難
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で
あ
る
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が
あ
り
、
被
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す
る
と
避
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活
動
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重
大
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あ
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不
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南
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滝

1
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3
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1
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2

9
6

9
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・
避
難
所
で
あ
る
集
会
所
、
避
難
路

で
あ
る
市
道
が
あ
り
、
被
災
す
る
と
避

難
活
動
に
重
大
な
影
響
が
で
る
。

1
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あ
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あ
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本
省

河
川

局
砂

防
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課
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南

哲
行
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県
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浦
Ｂ
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1
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6
8

8
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9

1
2
1

1
7
7

1
8
3

5
.8

・
避
難
路
で
あ
る
県
道
が
あ
り
、
被
災

す
る
と
災
害
復
旧
活
動
に
重
大
な
影

響
が
で
る
。

3
0

1
－

あ
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－
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－

－
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凸
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明
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強
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あ
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あ
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本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
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課
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南

哲
行

）
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岡

県
相
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島

1
9
0

1
,6
4
6

1
,1
2
9

－
2
4

4
9
3

1
8
0

9
.1

・
避
難
路
で
あ
る
県
道
が
あ
り
、
被
災

す
る
と
災
害
復
旧
活
動
に
重
大
な
影
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が
で
る
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－

あ
り

H
1
7

－
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－
－

あ
り

3
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4
1

凸
状

明
瞭

－
崩
積
土

－
良

－
あ
り

あ
り

あ
り

3
1

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　
南

哲
行

）

福
岡

県
神
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前

1
8
0

4
8
0

3
2
2

－
4

1
5
4

1
6
9

2
.8

・
避
難
路
で
あ
る
町
道
が
あ
り
、
被
災

す
る
と
災
害
復
旧
活
動
に
重
大
な
影

響
が
で
る
。

2
2

1
－

あ
り

H
1
7

－
－

－
－

あ
り

3
0

4
0

凸
状

明
瞭

あ
り

強
風

化
岩

降
水
時
あ

り
不
良

－
あ
り

あ
り

あ
り

3
5

本
省

河
川

局
砂

防
部

保
全

課
（
課

長
　
南

哲
行

）

熊
本

県
上
有
所

1
0
0

4
3
8

3
2
9

－
1
9

9
0

9
5

4
.6

・
避
難
路
で
あ
る
市
道
が
あ
り
、
被
災

す
る
と
災
害
復
旧
活
動
に
重
大
な
影

響
が
で
る
。

1
0

1
－

あ
り

H
1
8

－
－

－
－

あ
り

5
4

4
0

直
線

不
明
瞭

あ
り

強
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岩
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あ

り
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－
あ
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あ
り
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0
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河
川

局
砂

防
部
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課
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南

哲
行
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2
0
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4
7
6

－
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4
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援
護
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施
設
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難
路
で
あ
る
市
道
が
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り
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す
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災
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復
旧
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が
で
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5
9
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1
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・
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成
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年
に
斜
面
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壊
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し
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お
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斜
面
直
下
の
人
家
に
被
害
を

与
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る
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れ
が
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－
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本
省

河
川
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砂

防
部

保
全

課
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南

哲
行

）

沖
縄
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1
,4
5
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1
,1
2
3
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2
1

3
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1
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7
0

5
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・
平
成
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年
に
斜
面
崩
壊
が
発
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し

て
お
り
斜
面
直
下
の
人
家
に
被
害
を

与
え
る
恐
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今金田代１ 急傾斜地崩壊対策事業箇所名： 地区
いまかねたしろ

１．事業の概要

１）位 置：北海道瀬棚郡今金町
せたなぐんいまかねちよう

２）地区名：今金田代１地区
いまかねたしろ

３）延 長：225ｍ

４）総事業費：約1.4億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
・がけ崩れ災害の防止

２）必要性：
・本地区には、人家のほか避難所に指定されている「八束交流センター」があり、

被災すると避難活動に重大な影響がある。
・当該斜面は、湧水や降雨に起因する崩壊跡が多数確認されており、次期大雨等に

伴いがけ崩れが発生する可能性が高いことから、これを防止するための施設整備
が必要である。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
3.17億円 1.29億円 2.5

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠

【内訳】直接的被害軽減便益：3.17億円
【主な根拠】人家：3戸、重要公共施設：1施設

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規建設事業着手

６．関係者の意見
今金町及び関係住民から早期事業着手の強い要望がある。

様式Ｃ
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牧野地区急傾斜地崩壊対策事業箇所名：
ま き の

１．事業の概要

１）位 置：新潟県東蒲原郡阿賀町牧野
ひがしかんばらぐん あ が ま ち ま き の

２）地区名：牧野地区
ま き の

３）延 長：196ｍ

４）総事業費：約1.7億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
・急傾斜地の崩壊を未然に防止し、地域住民の安心安全を創出する。また、地域防

災計画に記載された避難路を保全することにより災害時の避難路の確保に努める。

２）必要性：
・牧野地区はがけ上にある人家とがけ地とが非常に近接しており危険な状況にあり、

平成11年には今回の事業対象斜面において小規模な崩壊が発生しており、住民の
危機意識が高い。

２．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
3.21億円 1.62億円 2.0

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠

【内訳】直接的被害軽減便益：3.2億円
【主な根拠】人家：7戸、町道：100m、橋梁1橋

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規建設事業着手

６．関係者の意見
地元住民より対策工事の強い要望がある。

様式Ｃ
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神の前地区急傾斜地崩壊対策事業箇所名：
かみのまえ

１．事業の概要

１）位 置：福岡県糟屋郡久山町
かすやぐんひさやままち

２）地区名：神の前地区
かみのまえ

３）延 長：150ｍ

４）総事業費：約1.8億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
・急傾斜地崩壊防止施設の設置等を行うことによって、急傾斜地の崩壊による災害から

住民の生命を保護し、もって民生の安定と国土の保全とに資することを目的とする。

２）必要性：
・神の前地区は福岡県の糟屋郡久山町に位置し、保全対象として人家22戸、避難路）町

道）を含むがけ高30ｍ勾配40°の急傾斜地である。密集した人家裏側の法面は、風化
が進んでおり、またオーバーハング等の崩壊箇所が多く見られ、直近では平成１７年
度に小規模崩壊が発生しているため、早急に崩壊防止対策を実施する必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
4.80億円 1.69億円 2.8

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠

【内訳】直接的被害軽減便益：4.8億円
【主な根拠】人家：22戸、町道：60m

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規建設事業着手

６．関係者の意見
久山町及び地域住民から早期着工の強い要望がある。

様式Ｃ
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中勝３地区急傾斜地崩壊対策事業箇所名：
なかがち

１．事業の概要

１）位 置：鹿児島県大島郡龍郷 町
おおしまぐんたつごうちよう

２）地区名：中勝３地区
なかがち

３）延 長：310ｍ

４）総事業費：約5.8億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
・中勝３地区は，砂岩・頁岩互層からなるがけ高80ｍ、傾斜度30度以上の急斜面であり、
斜面下部に近接した人家（19戸）が斜面崩壊により非常に危険な状態にある。急傾斜
地崩壊防止施設を設置することにより、人家19戸の保全が図られる。

２）必要性：
・中勝３地区の急傾斜地は，自然斜面で風化が著しく、平成20年6月2日の豪雨では、
幅13m、高さ17mにわたって斜面崩落が発生した。この崩落では幸い人的被害はなかっ
たものの、次期出水期には大規模な崩落の危険性があり、多大な被害を及ぼす恐れが
ある。地区住民は大雨のたびに不安な思いをしており、早急に急傾斜地崩壊防止施設
の対策を行い、人命の保護及び警戒避難体制の整備が必要である。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
5.97億円 4.91億円 1.2

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠

【内訳】直接的被害軽減便益：5.97億円
【主な根拠】人家：19戸、町道：450m

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 新規建設事業着手

６．関係者の意見
龍郷町から早期事業着手の強い要望がある。

様式Ｃ
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体

災
害

発
生

時
の

影
響

過
去

の
災

害
実

績
災

害
発

生
の

危
険

度

費
用

（
Ｃ

）

（
億

円
）

地
先

名
過

去
3
箇

年
の

災
害

実
績

、
避

難
勧

告
の

有
無

耐
震

点
検

に
よ

る
危

険
箇

所
延

長

災
害

の
危

険
性

の
高

い
自

然
条

件

直
轄

補
助

地
先

名

総
事

業
費

（
億

円
）

費
用

（
Ｃ

）

（
億

円
）

残
存

価
値

事
 
業

 
名

事
業

主
体

利
用

・
環

境
便

益
（

億
円

）
浸

水
防

護
便

益
（

億
円

）
侵

食
防

護
便

益
（

億
円

）

総
合

評
価

総
便

益

（
億

円
）

当
該

地
域

に
対

す
る

影
響

広
域

的
な

影
響

激
甚

災
害

の
発

生

過
去

1
0

年
間

の
災

害
実

績

年
間

侵
食

速
度

汀
線

後
退

量

災
害

の
危

険
性

の
高

い
自

然
条

件

沿
岸

漂
砂

・
土

砂
供

給
源

の
現

状

自
然

環
境

へ
の

効
果

文
化

財
等

の
地

域
遺

産
へ

の
影

響

海
岸

愛
護

・
防

災
等

の
活

動
状

況

過
去

3
箇

年
の

災
害

実
績

、
避

難
勧

告
の

有
無

ﾊ
ｻ
ﾞ
ｰ
ﾄ
ﾞ

ﾏ
ｯ
ﾌ
ﾟ
の

整
備

・
公

表
の

有
無

関
連

計
画

の
整

備
状

況

代
替

え
案

等
の

可
能

性
検

討

地
域

開
発

等
の

程
度

自
然

環
境

・
文

化
財

等

災
害

発
生

時
の

影
響

過
去

の
災

害
実

績
災

害
発

生
の

危
険

度
地

域
開

発
等

の
程

度
自

然
環

境
・

文
化

財
等文
化

財
等

の
地

域
遺

産
へ

の
影

響

自
然

環
境

へ
の

効
果

関
連

計
画

の
整

備
状

況
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様
式
B

【
海

岸
事

業
：

海
岸

耐
震

対
策

緊
急

事
業

】

事
 
業

 
名

災
害
発
生
時
の
影
響

過
去
の
災
害
実
績

災
害
発
生
の
危
険
度

地
域
開
発
等
の
程
度

地
域
の

協
力
体
制

事
業
の

緊
急
度

災
害
時

の
情
報

提
供
体

制

関
連
事

業
と
の

整
合

代
替
え

案
等
の

可
能
性

自
然
環
境
・

文
化
財
等

事
業

主
体

浸
水

防
護

便
益

（
億

円
）

侵
食

防
護

便
益

（
億

円
）

利
用
・
環
境
便

益
（
億
円
）

一
般

資
産

農
地

資
産

公
共

土
木

施
設

・
公

益
事

業
等

土
地

一
般

資
産

公
共

土
木

施
設
・
公
益

事
業
等

海
岸

利
用

環
境

保
全

Ａ
ａ

ｂ
評
価
結
果

補
助

北
海

道
海

岸
耐

震
対

策
緊

急
事

業
（

白
糠

海
岸

）
北

海
道

白
糠

町
1
1

2
2

7
.
8

1
4

9
.
8

2
.
3

ラ
イ
フ
ラ

イ
ン
（
国

道
3
8
号
）

直
轄
国

道
（
国

道
3
8

号
）

1
0
0
%

外
洋
に
直
接
面

し
て
い
る

近
年
の
地
震
、

津
波
発
生

防
災
訓
練

自
主
防
災

活
動

H
1
8
.
1
1

H
1
9
.
1

津
波
警

報
に
よ

る
避
難

勧
告

有

既
設
腹

付
け
、

緩
傾
斜

護
岸
、

前
出
し

工
法
の

検
討

1
4

1
評
価
１

北
海

道
開

発
局

建
設

部
地

方
整

備
課

(
課

長
　

渋
谷

元
)

補
助

青
森

県
海

岸
耐

震
対

策
緊

急
事

業
（

泊
海

岸
）

青
森

県

六
ヶ

所
村

3
.
9

4
.
2

1
.
5

2
.
7

3
.
7

1
.
1

ラ
イ
フ
ラ

イ
ン
（
国

道
3
3
8

号
）

幹
線
道

路
（
国

道
3
3
8

号
）

1
0
0
%
外
洋
に
直
接
面

し
て
い
る

村
道
計
画

整
備
中

1
1

2
評
価
2

東
北

地
方

整
備

局
河

川
部

地
域

河
川

課
（

課
長

　
國

松
廣

志
）

【
海

岸
事

業
：

海
岸

堤
防

等
老

朽
化

対
策

緊
急

事
業

】

事
 
業

 
名

災
害
発
生
時
の
影
響

過
去
の
災
害
実
績

災
害
発
生
の
危
険
度

地
域
開
発
等
の
程
度

地
域
の

協
力
体
制

事
業
の

緊
急
度

災
害
時

の
情
報

提
供
体

制

関
連
事

業
と
の

整
合

代
替
え

案
等
の

可
能
性

自
然
環
境
・

文
化
財
等

事
業

主
体

浸
水

防
護

便
益

（
億

円
）

侵
食

防
護

便
益

（
億

円
）

利
用
・
環
境
便

益
（
億
円
）

一
般

資
産

農
地

資
産

公
共

土
木

施
設

・
公

益
事

業
等

土
地

一
般

資
産

公
共

土
木

施
設
・
公
益

事
業
等

海
岸

利
用

環
境

保
全

Ａ
ａ

ｂ
評
価
結
果

補
助

福
島

県
海

岸
堤

防
等

老
朽

化
対

策
緊

急
事

業
（
角

部
内

海
岸
）

福
島

県

南
相

馬
市

3
.
0

4
9

7
.
1

1
0

3
2

2
.
8

1
7
.
3

外
洋
に
直
接
面

し
て
い
る

清
掃
活
動

H
1
8
離
岸

堤
、
根

固
め
工

被
災
、

H
1
9
堤
防

天
端
陥

没

整
備
中

2
2

評
価
2

東
北

地
方

整
備

局
河

川
部

地
域

河
川

課
（

課
長

　
國

松
廣

志
）

補
助

福
島

県
海

岸
堤

防
等

老
朽

化
対

策
緊

急
事

業
（

豊
間

海
岸

）
福

島
県

い
わ

き
市

2
.
8

2
8

1
0

1
8

2
.
6

1
1
.
0

外
洋
に
直
接
面

し
て
い
る

清
掃
活
動

整
備
中

1
2

評
価
2

東
北

地
方

整
備

局
河

川
部

地
域

河
川

課
（

課
長

　
國

松
廣

志
）

補
助

東
京

都
海

岸
堤

防
等

老
朽

化
対

策
緊

急
事

業
（

前
浜

海
岸

）
東

京
都

利
島

村
2
.
6

9
.
1

0
.
1
0

0
.
1
0

8
.
9

4
.
5

2
.
0

護
岸
被
災

外
洋
に
直
接
面

し
て
い
る
。

清
掃
活
動

整
備
中

2
2

評
価
2

関
東

地
方

整
備

局
河

川
部

地
域

河
川

課
（

課
長

　
長

野
拓

朗
）

補
助

静
岡

県
海

岸
堤

防
等

対
策

緊
急

事
業

（
浜

松
五

島
海

岸
）

静
岡

県

浜
松

市
1
8

8
9

8
9

1
7

5
.
4

浄
化
施
設

浄
化
施

設
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4
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外
洋
に
直
接
面

し
て
い
る

清
掃
活
動

H
1
9
、

H
1
7
に
離

岸
堤
被

災

有

下
水
処

理
場
の

増
築
計

画

4
2

評
価
2

中
部

地
方

整
備

局
河

川
部

地
域

河
川

課
（

課
長

　
大

石
誠

）

補
助

愛
知

県
海

岸
堤

防
等

老
朽

化
対

策
緊

急
事

業
（

南
知

多
海

岸
）

愛
知

県

南
知

多
町

1
4

3
7
6

2
2
1

2
1

1
3
5

1
3

2
9
.
0

浸
水
戸
数

が
地
域
全

体
の
戸
数

の
1
0
0
％

1
3
号
台

風
（
S
2
8
）

伊
勢
湾

台
風

（
S
3
4
）

清
掃
活
動

有
2

2
評
価
１

中
部

地
方

整
備

局
河

川
部

地
域

河
川

課
（

課
長

　
大

石
誠

）

担
当
課

（
担
当
課
長
名
）

Ｂ
／
Ｃ

地
域
の
振
興

計
画
へ
の
位

置
付
け

災
害
危

険
性
が

地
域
発

展
の
制

約

代
替
え

案
等
の

可
能
性

検
討

自
然
環
境

へ
の
効
果

愛
護
・
防

災
等
の
活

動
状
況

耐
震
点

検
に
よ

る
危
険

箇
所
延

長

災
害
の
危
険
性

の
高
い
自
然
条

件

総
合
評
価

文
化
財

等
の
地

域
遺
産

へ
の
影

響

ﾊ
ｻ
ﾞ
ｰ
ﾄ
ﾞ

ﾏ
ｯ
ﾌ
ﾟ
の

整
備
・

公
表
の

有
無

当
該
地
域

に
対
す
る

影
響

広
域
的

な
影
響

激
甚
災

害
の
発

生

過
去
1
0
年
間

の
災
害
実
績

残
存

価
値

計
画
波

浪
に
対

す
る
越

波
高

関
連
計

画
の
整

備
状
況

過
去
3
箇

年
の
災

害
実

績
、
避

難
勧
告

の
有
無

災
害
の
危
険
性

の
高
い
自
然
条

件

地
域
の
振
興

計
画
へ
の
位

置
付
け

災
害
危

険
性
が

地
域
発

展
の
制

約

直
轄

補
助

総
事

業
費

（
億

円
）

総
便

益
（

億
円

）

ｾ
ﾞ
ﾛ
ﾒ
ｰ
ﾄ
ﾙ

地
帯
内

の
戸
数

地
先

費
用

（
Ｃ
）

（
億
円
）

便
益

（
Ｂ

）

過
去
3
箇

年
の
災

害
実

績
、
避

難
勧
告

の
有
無

直
轄

補
助

地
先

総
事

業
費

（
億

円
）

便
益

（
Ｂ

）

総
便

益
（

億
円

）
残
存

価
値

費
用

（
Ｃ
）

（
億
円
）

Ｂ
／
Ｃ

耐
震
点

検
に
よ

る
危
険

箇
所
延

長

担
当
課

（
担
当
課
長
名
）

当
該
地
域

に
対
す
る

影
響

広
域
的

な
影
響

激
甚
災

害
の
発

生

過
去
1
0
年
間

の
災
害
実
績

計
画
波

浪
に
対

す
る
越

波
高

ｾ
ﾞ
ﾛ
ﾒ
ｰ
ﾄ
ﾙ

地
帯
内

の
戸
数

文
化
財

等
の
地

域
遺
産

へ
の
影

響

ﾊ
ｻ
ﾞ
ｰ
ﾄ
ﾞ

ﾏ
ｯ
ﾌ
ﾟ
の

整
備
・

公
表
の

有
無

愛
護
・
防

災
等
の
活

動
状
況

関
連
計

画
の
整

備
状
況

代
替
え

案
等
の

可
能
性

検
討

自
然
環
境

へ
の
効
果

総
合
評
価
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式
B

補
助

大
阪

府
海

岸
堤

防
等

老
朽

化
対

策
緊

急
事

業
（

泉
州

海
岸

）
大

阪
府

泉
佐

野
市

、
阪

南
市

、
岬

町
1
0

5
2

1
8

3
3

9
.
5

5
.
5

幹
線
鉄

道
(
南
海
本

線
)

1
0
0
%

防
災
訓
練

有
1

3
評
価
1

近
畿

地
方

整
備

局
河

川
部

地
域

河
川

課
（

課
長

　
山

岡
康

伸
）

補
助

和
歌

山
県

海
岸

堤
防

等
老

朽
化

対
策

緊
急

事
業

（
那

智
勝

浦
海

岸
）

和
歌

山
県

那
智

勝
浦

町
1
0

1
5
9

5
1

5
.
3

1
0
3

9
.
7

1
6
.
4

7
3
%

台
風
の
常
襲
地

帯
避
難
訓
練

有
C
C
Z

1
3

評
価
1

近
畿

地
方

整
備

局
河

川
部

地
域

河
川

課
（

課
長

　
山

岡
　

康
伸

）

補
助

岡
山

県
海

岸
堤

防
等

老
朽

化
対

策
緊

急
事

業
（

三
蟠

九
蟠

海
岸

）
岡

山
県

岡
山

市
2
.
0

1
3

2
.
4

2
.
3

8
.
7

2
.
0

6
.
7

浸
水
戸
数

が
当
該
地

域
全
体
の

9
5
％
以

上
、
唯
一

の
生
活
道

路

1
0
0
%

1
0
0
%

防
災
訓
練

有
1

3
評
価
2

中
国

地
方

整
備

局
河

川
部

地
域

河
川

課
（

課
長

　
野

津
保

之
）

補
助

沖
縄

県
海

岸
堤

防
等

老
朽

化
対

策
緊

急
事

業
（

松
田

潟
原

海
岸

 
）

沖
縄

県

宜
野

座
村

2
.
5

1
2

2
.
5

1
.
7

7
.
7

2
.
4

5
.
0

護
岸
被
災

床
上
浸
水
4

戸 県
道
被
災

台
風
の
常
襲
地

帯
清
掃
活
動

護
岸
被

災 床
上
浸

水
4
戸

県
道
被

災

有

天
然
記
念

物
（
オ
カ

ヤ
ド
カ

リ
）
の
保

全

1
4

1
評
価
1

沖
縄

総
合

事
務

局
開

発
建

設
部

河
川

課
（

課
長

　
伊

藤
誠

記
）
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箇所名：柴町海岸高潮対策事業
しばまち

１．事業の概要

１）位 置：新潟県佐渡市
さ ど し

２）延 長：0.5km

３）総事業費：11億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
消波工を整備することにより、背後の家屋や道路への越波・浸水被害の防止を図
る。

２）必要性：
柴町海岸は、越波・浸水被害が頻発しており、平成16年8月の台風15号による高波
では、床上・床下浸水被害、基幹道路であり地域にとって唯一の生活道路である
主要地方道佐渡一周線が冠水するなど、背後地の公共施設や人家に多大な被害が
発生した。その後も越波が頻発していることから、早期に保全施設を整備し越波
・浸水被害を防止する必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
28億円 13億円 2.1

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】浸水防護便益：28億円
【主な根拠】浸水防護面積5.9ha、浸水防護戸数：89戸

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 事業着手

６．関係者の意見
佐渡市から早期整備の強い要望がある。

災 害 発 生 時 の 影 響 過 去 の 災 害 実 績 災 害 発 生 の 危 険 度
地 域 の

協 力 体 制

災 害 時
の 情 報
提 供 体

制

代 替 え
案 等 の
可 能 性

自 然 環 境 ・
文 化 財 等

唯 一 の 生
活 道 路
（主 要 地
方 道 佐 渡
一 周 線 ） 、
佐 渡 市 役
所 相 川 支
所 、 大 佐
渡 開 発 総
合 セ ン

タ ー 、 佐 渡
市 相 川 体

育 館

佐 渡 西
警 察 署

大 佐 渡 開 発
総 合 セ ン

タ ー
1 .5 m

外 洋 に 直 接 面
し て い る

清 掃 活 動
地 域 防 災

訓 練
有

離 岸
堤 、
人 工
リ ー フ
検 討

大 間 港
（佐 渡 世
界 遺 産
資 産 候
補 ） ）

代 替 え
案 等 の
可 能 性
検 討

自 然 環 境
へ の 効 果

愛 護 ・ 防
災 等 の 活
動 状 況

耐 震 点
検 に よ
る 危 険
箇 所 延

長
（ 大 ）

災 害 の 危 険 性
の 高 い 自 然 条

件

当 該 地 域
に 対 す る

影 響

広 域 的
な 影 響

激 甚 災
害 の 発

生

過 去 1 0年 間
の 災 害 実 績

計 画 波
浪 に 対
す る 越
波 高

（ 大 ）

文 化 財
等 の 地
域 遺 産
へ の 影

響

ｾ ﾞ ﾛ ﾒ ｰ ﾄ ﾙ
地 帯 内
の 戸 数
（ 大 ）

ﾊ ｻ ﾞ ｰ ﾄ ﾞ
ﾏ ｯ ﾌ ﾟ の
整 備 ・
公 表 の
有 無

様式Ｃ
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箇所名：伊福海岸高潮対策事業
い ふ く

１．事業の概要

１）位 置：佐賀県藤津郡太良町
ふじつぐんたらちょう

２）延 長：0.5km

３）総事業費：4.0億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
護岸の嵩上げ等を実施することにより、背後地の保全を図る。

２）必要性：
本地域は台風の常襲地帯であり、海岸背後には国道207号が通り、宅地が立地し
ており、高潮被害や道路交通への支障がたびたび生じている。また、国道207号は
地域における唯一の生活道及び災害時の避難路として重要な路線であることから、
地域住民の安全確保や地域間の交通・物流を確保するため、早期に海岸保全施設
を整備し、越波被害を防止する必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
5.9億円 3.7億円 1.6

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】浸水防護便益：5.9億円
【主な根拠】浸水防護面積：4.4ha

浸水防護戸数：7戸

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 事業着手

６．関係者の意見
太良町から早期整備の強い要望がある。

災害発生時の影響 災害発生の危険度 地域開発等の程度
地域の
協力体制

災害時の
情報提供
体制

唯一の生活
道路

国道
207号

86% 台風の常襲地帯
広域幹線
道路

防災訓練
清掃活動

有

ｾ゙ ﾛﾒー ﾄﾙ地
帯内の戸
数（大）

計画波浪
に対する
越波高
（大）

ﾊｻ゙ ﾄー゙ ﾏｯ
ﾌ゚ の整
備・公表
の有無

当該地域に
対する影響

広域的な
影響

地域の振興計画
への位置付け

災害危険
性が地域
発展の制

約

愛護・防災
等の活動状

況

耐震点検
による危
険箇所延
長（大）

災害の危険性の高
い自然条件

様式Ｃ
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箇所名：北海道海岸耐震対策緊急事業（白糠海岸）
しらぬか

１．事業の概要

１）位 置：北海道白糠郡白糠町
しらぬかぐんしらぬかちょう

２）延 長：約0.8km

３）総事業費：約11億円

２．目的及び必要性

１）目 的：

地震時における既設護岸の耐震化を図り、津波による浸水被害を軽減し、背後地
の保全を図る。

２）必要性：
当海岸の背後は家屋等が集積しているとともに、災害救護活動の拠点となる消防
署や病院といった地域中枢機能を有している。また日本海溝・千島海溝周辺海溝
型地震防災対策推進地域に指定されているが、既設護岸は耐震性が確保されてい
ないとともに、築造から約40年経過しており、護岸の亀裂や吸い出しによる沈下
が多く存在しており、機能の低下が著しいことから、早期に海岸保全施設を整備
し、背後地の保全を図る必要がある。

３．費用効果分析の結果

治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。
便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）

22億円 9.8億円 2.3

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】浸水防護便益：22億円
【主な根拠】浸水防護面積：31ha、浸水防護戸数292戸

４．検討

以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き

平成21年度 事業着手

６．関係者の意見

白糠町から早期整備の強い要望がある。

災 害 発 生 時 の 影 響 災 害 発 生 の 危 険 度
地 域 の

協 力 体 制
事 業 の
緊 急 度

災 害 時
の 情 報
提 供 体

制

代 替 え
案 等 の
可 能 性

ラ イ フ ラ イ
ン （ 国 道 3 8
号 ）

直 轄 国
道 （ 国
道 3 8
号 ）

1 0 0 %
外 洋 に 直 接 面 し
て い る ・ 近 年 の
地 震 、 津 波 発 生

防 災 訓
練 ・ 自 主
防 災 活 動

H 1 8 . 1 1
H 1 9 . 1
津 波 警 報 に
よ る 避 難 勧
告

有

既 設 腹 付
け 、 緩 傾
斜 護 岸 、
前 出 し 工
法 と 比 較
検 討

計 画 波
浪 に 対
す る 越
波 高

（ 大 ）

ｾ ﾞ ﾛ ﾒ ｰ ﾄ ﾙ
地 帯 内
の 戸 数
（ 大 ）

耐 震 点
検 に よ
る 危 険
箇 所 延

長
（ 大 ）

災 害 の 危 険 性
の 高 い 自 然 条

件

当 該 地 域
に 対 す る

影 響

広 域 的
な 影 響

ﾊ ｻ ﾞ ｰ ﾄ ﾞ
ﾏ ｯ ﾌ ﾟ の
整 備 ・
公 表 の
有 無

代 替 え
案 等 の
可 能 性
検 討

愛 護 ・ 防
災 等 の 活
動 状 況

過 去 3 箇
年 の 災
害 実

績 、 避
難 勧 告
の 有 無

様式Ｃ
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）箇所名：青森県海岸耐震対策緊急事業（泊海岸
とまり

１．事業の概要

１）位 置：青森県上北郡六ヶ所村
かみきたぐんろっかしょむら

２）延 長：0.9km

３）総事業費：約3.9億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
地震時における既設堤防護岸の耐震化を図り、津波による浸水被害を軽
減し、背後地の保全を図る。

２）必要性：
泊海岸の背後は人家が集中し、また、国道338号が平行している。また日本海溝・
千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域に指定されているが、護岸は昭和40年
代に築造したもので、老朽化により損傷が著しく機能が低下している。
地震時には、砂の液状化による既設堤防のすべり破壊を起こすことことから、早
期に海岸保全施設を整備し、背後地の保全を図る必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
4.2億円 3.7億円 1.1

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】浸水防護便益：4.2億円
【主な根拠】浸水防護面積：7ha、浸水防護戸数：66戸

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 事業着手

６．関係者の意見
六ヶ所村から早期整備の強い要望がある。

災害発生時の影響 災害発生の危険度 地域開発等の程度

災害時
の情報
提供体

制

ライフラ
イン（国
道338
号）

幹線道
路（国
道338
号）

100%
外洋に直接面

している
村道計画 整備中

地域の振興
計画への位

置付け

耐震点
検によ
る危険
箇所延

長
（大）

災害の危険性
の高い自然条

件

当該地域
に対する

影響

広域的
な影響

計画波
浪に対
する越
波高

（大）

災害危
険性が
地域発
展の制

約

ｾﾞﾛﾒｰﾄﾙ
地帯内
の戸数
（大）

ﾊｻﾞｰﾄﾞ
ﾏｯﾌﾟの
整備・
公表の
有無

様式Ｃ

76



箇所名：東京都海岸堤防等老朽化対策緊急事業 前浜海岸）（
まえはま

１．事業の概要

１）位 置：東京都利島村
としまむら

２）延 長：0.2km

３）総事業費：2.6億円

２．目的及び必要性

１）目 的：
海岸保全施設は築造から40年ほど経過し老朽化が進んでおり、機能低下により甚
大な被害が発生するおそれがあるため、海岸保全施設を整備し背後地の保全を図
る。

２）必要性：
当海岸の背後には利島村で唯一の生活道路である都道が通っている。
既設護岸は築造後40年ほど経過しており、機能の低下が著しく低下している。ま
た護岸高さも不足していることから、早期に海岸保全施設を整備し、背後地の保
全を図る必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
9.1億円 4.5億円 2.0

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】侵食防護便益：0.22億円

海岸利用便益：8.9億円
【主な根拠】侵食防護面積：0.84ha

海岸利用人数：861人/年

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

５．日程・手続き
平成21年度 事業着手

６．関係者の意見
利島村から早期整備の強い要望がある。

過 去 の 災 害 実 績 災 害 発 生 の 危 険 度
地 域 の

協 力 体 制

災 害 時
の 情 報
提 供 体

制

護 岸 被 災
外 洋 に 直 接 面
し て い る 。

清 掃 活 動 整 備 中

愛 護 ・ 防
災 等 の 活
動 状 況

耐 震 点
検 に よ
る 危 険
箇 所 延

長
（ 大 ）

災 害 の 危 険 性
の 高 い 自 然 条

件

激 甚 災
害 の 発

生

過 去 1 0 年 間
の 災 害 実 績

計 画 波
浪 に 対
す る 越
波 高

（ 大 ）

ｾ ﾞ ﾛ ﾒ ｰ ﾄ ﾙ
地 帯 内
の 戸 数
（ 大 ）

ﾊ ｻ ﾞ ｰ ﾄ ﾞ
ﾏ ｯ ﾌ ﾟ の
整 備 ・
公 表 の
有 無

様式Ｃ
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第 1 表 都道府県別家屋 1m2当たり評価額 

    （千円／㎡） 

都道府県名 18 年評価額 19 年評価額 都道府県名 18 年評価額 19 年評価額

北海道 137.4  138.9 滋 賀 143.6  145.3 

青 森 131.9  133.1 京 都 163.1  165.0 

岩 手 130.0  131.2 大 阪 171.7  174.1 

宮 城 142.7  144.2 兵 庫 155.0  156.9 

秋 田 129.5  130.6 奈 良 155.8  157.5 

山 形 138.6  139.8 和歌山 157.4  159.3 

福 島 142.0  143.4 鳥 取 145.5  146.9 

茨 城 146.7  148.3 島 根 164.4  166.0 

栃 木 146.5  148.2 岡 山 148.0  149.6 

群 馬 139.4  140.8 広 島 144.6  146.3 

埼 玉 159.8  161.7 山 口 146.6  148.3 

千 葉 164.6  166.6 徳 島 140.8  142.4 

東 京 203.6  206.6 香 川 136.8  138.3 

神奈川 173.3  175.6 愛 媛 136.3  137.8 

新 潟 147.0  148.5 高 知 151.6  153.2 

富 山 145.7  147.2 福 岡 139.7  141.4 

石 川 142.2  143.5 佐 賀 127.8  129.1 

福 井 146.8  148.4 長 崎 133.9  135.3 

山 梨 160.8  162.6 熊 本 134.2  135.6 

長 野 155.7  157.2 大 分 137.8  139.3 

岐 阜 143.5  145.1 宮 崎 118.1  119.4 

静 岡 163.0  165.0 鹿児島 128.9  130.3 

愛 知 154.8  156.8 沖 縄 146.1  148.6 

三 重 149.6  151.4    

 

第 2 表 1 世帯当たり家庭用品評価額 

（千円／世帯） 

18年評価額 19年評価額

14,785 14,759 
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第 3 表 産業分類別事業所従業者 1 人当たり 

償却資産評価額及び在庫資産評価額 

 (千円/人) 

    産 業 分 類 償 却 資 産 在 庫  資 産 

大分類 中分類 産 業 名 18 年 19 年 18 年 19 年 

符 号 符 号   評価額 評価額 評価額 評価額 

Ｄ   鉱業 8,584 8,919 2,477  2,633 

Ｅ   建設業 1,493 1,551 3,434  3,650 

Ｆ   製造業 3,851 3,639 4,455  4,685 

  9 食料品製造業 2,303 2,177 1,515  1,593 

  10 飲料・たばこ・飼料製造業 9,078 8,579 8,155  8,577 

  11 繊維工業 2,206 2,085 2,840  2,986 

  12 衣服・その他の繊維製品製造業 615 582 1,348  1,418 

  13 木材・木製品製造業 1,465 1,384 4,156  4,371 

  14 家具・装備品製造業 1,543 1,458 2,686  2,825 

  15 パルプ・紙・紙加工品製造業 6,831 6,456 3,500  3,680 

  16 印刷・同関連業 2,303 2,177 1,030  1,084 

  17 化学工業 10,028 9,477 9,914  10,426 

  18 石油製品・石炭製品製造業 35,238 33,302 64,875  68,225 

  19 プラスチック製品製造業 2,946 2,785 2,419  2,544 

  20 ゴム製品製造業 3,185 3,010 1,951  2,052 

  21 なめし革・同製品・毛皮製造業 749 707 2,832  2,979 

  22 窯業・土石製品製造業 4,075 3,851 4,184  4,400 

  23 鉄鋼業 12,665 11,969 12,161  12,789 

  24 非鉄金属製造業 8,374 7,914 8,223  8,648 

  25 金属製品製造業 2,242 2,119 3,189  3,353 

  26 一般機械器具製造業 2,786 2,633 6,432  6,765 

  27 電気機械器具製造業 2,809 2,654 4,034  4,242 

  28 情報通信機械器具製造業 2,747 2,596 5,696  5,990 
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     (千円/人) 

    産 業 分 類 償 却 資 産 在 庫  資 産 

大分類 中分類 産 業 名 18 年 19 年 18 年 19 年 

符 号 符 号   評価額 評価額 評価額 評価額 

  29 電子部品・デバイス製造業 5,006 4,731  3,390  3,565 

  30 輸送用機械器具製造業 4,625 4,371  3,779  3,974 

  31 精密機械器具製造業 2,302 2,176  4,002  4,208 

  32 その他の製造業 2,121 2,005  6,375  6,705 

Ｇ   電気・ガス・熱供給・水道業 124,362 129,208  3,211  3,414 

Ｈ   情報通信業 6,658 6,918  910  968 

Ｉ   運輸業 5,795 6,021  728  774 

J   卸売・小売業 1,941 2,017  3,160  3,715 

  49～54  卸売業 2,147 2,230  5,430  6,384 

  55  各種商品小売業 1,809 1,879  2,983  3,506 

  56  織物・衣服・身の回り品小売業 1,809 1,879  3,944  4,636 

  57  飲食料品小売業 1,809 1,879  640  752 

  58  自動車・自転車小売業 1,809 1,879  2,880  3,385 

  59 
 家具・じゅう器・機械器具 

小売業 
1,809 1,879  3,846  4,521 

  60  その他の小売業 1,809 1,879  2,426  2,851 

Ｋ   金融・保険業 6,472 6,724  337  358 

Ｌ   不動産業 16,888 17,546  10,877  11,563 

Ｍ   飲食店・宿泊業 2,894 3,007  100  107 

Ｎ   医療、福祉 1,456 1,513  162  172 

Ｏ   教育、学習支援業 854 887  114  121 

Ｐ   複合サービス事業 6,472 6,724  337  358 

Ｑ   サービス業 6,472 6,724  337  358 

Ｒ   公務 6,472 6,724  337  358 

注）産業分類は、日本標準産業分類（平成14年3月改訂）による。 
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第 4 表 農漁家 1 戸当たり償却資産評価額及び 

在庫資産評価額 
  （千円／戸） 

 18 年評価額 19 年評価額

償却資産 1,991 1,949 

在庫資産 468 463 

 

第 5 表 都道府県別水稲 10 アール当たり平年収量 

       （単位：kg） 

都道府県名 18年 19年 都道府県名 18年 19年 

北海道 530 532 滋 賀 518 518 

青 森 580 580 京 都 509 511 

岩 手 533 533 大 阪 491 493 

宮 城 530 530 兵 庫 504 504 

秋 田 573 573 奈 良 510 513 

山 形 594 594 和歌山 491 493 

福 島 537 537 鳥 取 523 523 

茨 城 520 520 島 根 508 508 

栃 木 539 539 岡 山 526 526 

群 馬 494 494 広 島 521 523 

埼 玉 495 495 山 口 505 505 

千 葉 531 531 徳 島 474 474 

東 京 403 405 香 川 499 499 

神奈川 480 483 愛 媛 498 498 

新 潟 539 539 高 知 459 459 

富 山 535 535 福 岡 501 501 

石 川 517 517 佐 賀 530 530 

福 井 517 517 長 崎 474 474 

山 梨 545 547 熊 本 515 515 

長 野 620 623 大 分 503 503 

岐 阜 488 488 宮 崎 491 492 

静 岡 523 523 鹿児島 479 479 

愛 知 506 506 沖 縄 309 309 

三 重 498 500      
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第 6 表 農作物価格 

       (千円/トン) 

 農作物名 18年 19年 農作物名 18年 19年 

  米 226 223 野豆  さやえんどう 835  846 

  麦 150 147 菜科  さやいんげん 635  641 

  大豆 239 245   大根 59  59 

豆  小豆 269 262 根  人参 119  127 

  落花生 463 487 菜  ごぼう 183  191 

い  甘藷 130 138   里芋 229  232 

も  馬鈴薯 78 82   りんご 217  220 

  きゅうり 234 237 果  みかん 198  214 

果  なす 271 280   夏みかん 127  129 

  トマト 248 251  なし 317  323 

  かぼちゃ 148 139  かき 206  216 

  すいか 157 151 実  ぶどう 614  611 

  いちご 875 850   もも 393  395 

菜  ピーマン 330 338 工  茶 778  756 

  メロン 453 475 芸  てんさい 16  16 

  白菜 44 45 農  こんにゃく 128  130 

葉  キャベツ 68 70 作  葉たばこ 1,932  1,942 

  レタス 121 119 物  藺草 623  776 

茎  ほうれん草 326 322 花  菊 56  83 

  ねぎ 291 341   バラ 81  90 

菜  たまねぎ 76 80 卉  カーネーション 39  40 

       繭 1,829  1,889 
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第 7 表 産業分類別事業者従業者 1 人当たり付加価値額 

   (円/人) 

  産 業 分 類 付加価値額 

大分類 産 業 名 18 年 19 年 

符 号   評価額 評価額 

Ｄ 鉱業 88,187  104,783 

Ｅ 建設業 21,722  21,795 

Ｆ 製造業 30,982  31,437 

Ｇ 電気・ガス・熱供給・水道業 121,810  119,400 

Ｈ 情報通信業 38,074  40,664 

Ｉ 運輸業 23,172  22,350 

Ｊ 卸売・小売業 24,443  24,792 

Ｋ 金融・保険業 21,125  20,778 

Ｌ 不動産業 45,668  53,558 

Ｍ 飲食店・宿泊業 17,803  17,044 

Ｎ 医療、福祉 13,643  12,394 

Ｏ 教育、学習支援業 21,155  20,786 

Ｐ 複合サービス事業 21,589  21,308 

Ｑ サービス業 21,589  21,308 

Ｒ 公務 21,589  21,308 

注）産業分類は、日本標準産業分類（平成14年3月改訂）による。 

  

第 8 表 1 日当たり一般世帯清掃労働対価評価額 

 （円／日） 

18 年評価額 19 年評価額

11,229 11,209 
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第 9 表 治水工事費指数 

 

        （平成12年度＝100） 

  

年 度      

 治水総合 河 川 河川総合 砂 防 海 岸 

 

国土交通省

所管 

土木総合

（除く災害

復旧） 開 発  

 昭和26 12.6  11.6 11.8 12.1 10.1  14.3 

     27 13.9  13.1 13.3 13.5 11.7  15.3 

     28 15.0  14.2 14.5 14.4 12.7  16.6 

     29 15.1  14.4 14.7 14.6 13.1  16.8 

     30 14.8  14.3 14.9 14.7 12.0  16.4 

     31 16.3  15.6 16.2 15.8 13.2  17.9 

     32 17.2  16.5 17.2 16.6 14.3  19.1 

     33 16.8  16.3 17.0 16.5 14.2  18.1 

     34 17.4  17.0 17.9 17.0 14.6  18.6 

     35 18.5  18.1 19.1 17.8 15.8  19.5 

     36 20.5  20.2 21.1 19.7 18.0  21.8 

     37 21.4  21.2 22.1 20.5 19.2  22.8 

     38 22.0  21.9 22.9 21.1 19.9  23.3 

     39 22.8  22.9 23.9 22.4 21.0  24.2 

     40 23.5  23.6 24.5 22.6 21.7  24.7 

     41 25.3  25.3 26.2 24.2 23.6  26.8 

     42 27.2  27.0 27.8 25.8 26.3  28.8 

     43 28.0  28.1 28.7 26.7 27.5  29.7 

     44 29.7  29.9 30.6 28.8 29.1  31.6 

     45 31.6  32.1 32.7 31.1 31.4  33.5 

     46 32.5  33.1 33.5 32.3 32.6  34.4 

     47 34.5  35.2 35.5 34.8 34.7  36.6 

     48 43.6  44.4 44.8 43.6 43.7  46.6 

     49 54.7  54.7 55.1 54.2 54.0  56.3 

50 55.5  55.8 55.9 55.9 55.1  57.0 

51 59.4  59.8 60.3 59.3 58.8  60.6 

52 63.0  63.5 63.7 62.8 63.5  65.2 
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（平成 12 年度＝100） 

  

年 度      

 治水総合 河 川 河川総合 砂 防 海 岸 

 

国土交通省

所管 

土木総合

（除く災害

復旧） 開 発  

 昭和 53 67.6  68.9 69.1 67.3 69.9  72.1 

     54 74.9  75.5 75.6 73.9 76.7  78.9 

     55 84.1  83.1 82.7 82.1 85.4  87.1 

     56 85.8  84.2 83.8 83.4 86.2  87.6 

     57 85.3  84.7 84.5 84.0 86.7  87.8 

     58 84.8  84.1 83.8 83.6 86.3  87.2 

     59 86.4  85.4 85.2 85.1 87.3  88.2 

     60 85.3  83.4 83.5 83.9 83.3  84.1 

     61 84.9  83.8 83.6 84.5 84.3  84.4 

     62 86.3  85.6 85.4 85.9 86.1  86.1 

     63 88.2  87.8 87.6 88.3 88.0  88.0 

 平成 1 92.7  92.5 92.5 93.2 92.1  92.1 

      2 96.2  96.1 96.1 96.9 95.7  95.5 

      3 98.9  98.8 98.9 99.5 98.3  98.5 

      4 100.3  100.4 100.4 100.9 99.6  100.0 

      5 100.5  100.7 100.7 101.0 99.9  100.2 

   6 101.0  100.9 101.1 101.2 100.3  101.7 

      7 101.5  101.4 101.6 101.6 100.8  102.2 

      8 101.5  101.5 101.6 101.6 101.1  102.0 

      9 102.3  102.4 102.4 102.6 102.1  102.8 

10 100.6  100.7 100.7 100.9 100.5  101.1 

11 99.6  99.8 99.8 99.9 99.7  99.9 

12 100.0  100.0 100.0 100.0 100.0  100.0 

 13 98.1  97.9 98.0 97.6 97.8  98.3 

 14 97.1  96.6 96.8 96.1 96.3  97.0 

15 97.7  97.0 97.3 96.2 96.8  97.7 

16 98.8  97.7 98.3 96.4 97.3  98.4 

(暫) 17 100.4  98.7 99.4 97.1 98.4  99.5 

(暫) 18 102.1  99.8 100.6 98.1 99.5  101.1 

 

〈備考〉 

1. 国土交通省総合政策局情報管理部情報安全・調査課建設統計室資料による。 

2. 平成 17 年及び 18 年度は暫定値。 

3. 国土交通省所管土木総合は、「旧建設省所管土木Ⅰ」である。 
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第 10 表 治水事業費指数 

    （平成12年度＝100） 

  

年 度      

 治水総合 河 川 河川総合 砂 防 海 岸 

 

国土交通省 

所管 

土木総合 

（除く災害

復旧） 開 発  

 昭和35 17.0  17.1 16.9 18.0 16.5  19.6 

     36 19.1  19.3 19.1 19.6 19.0  21.9 

     37 20.1  20.4 20.2 20.6 20.2  22.7 

     38 21.1  21.1 21.3 21.5 20.9  23.4 

     39 22.3  22.3 22.4 22.3 22.0  24.5 

     40 23.3  23.3 23.5 23.3 22.9  25.1 

     41 25.0  25.0 25.2 24.9 24.8  27.2 

     42 27.2  27.0 27.0 26.9 27.6  29.3 

     43 28.4  28.3 28.5 28.2 28.8  30.1 

     44 30.7  30.4 30.7 30.0 30.6  32.2 

     45 33.1  33.0 33.2 33.1 33.0  34.1 

     46 34.4  34.4 34.5 34.5 34.3  35.0 

     47 37.3  36.8 37.1 37.1 36.5  37.3 

     48 47.0  46.4 46.9 46.4 46.1  47.5 

     49 57.8  56.5 56.7 56.9 56.7  57.4 

     50 58.7  57.7 57.7 58.6 58.0  58.0 

     51 62.7  61.7 61.8 62.0 61.9  61.5 

     52 66.3  65.4 65.2 65.6 66.7  66.4 

     53 70.5  70.3 70.2 70.0 73.0  73.3 

     54 77.7  76.9 76.4 76.5 80.0  80.3 

     55 86.6  84.5 83.6 84.9 89.0  88.6 

     56 88.8  86.0 85.4 86.4 89.8  89.1 

     57 89.0  86.8 86.5 87.0 90.5  89.2 

     58 88.8  86.5 86.3 86.7 90.1  88.7 
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    （平成12年度＝100） 

  

年 度      

 治水総合 河 川 河川総合 砂 防 海 岸 

 

国土交通省 

所管 

土木総合 

（除く災害

復旧） 開 発  

 昭和 59 90.6  87.8 87.6 88.0 91.0  89.8 

     60 89.9  86.4 86.7 86.9 87.1  85.6 

     61 89.7  86.8 87.1 87.3 88.1  86.0 

     62 91.6  88.6 89.3 88.7 89.7  87.6 

     63 93.4  90.9 91.8 91.0 91.8  89.6 

 平成 1 98.0  95.6 96.6 95.5 96.0  93.7 

      2 102.3  99.4 100.5 99.2 99.5  97.3 

      3 104.9  102.0 103.0 101.8 102.1  100.2 

      4 105.3  102.9 103.9 102.8 103.3  101.7 

      5 104.7  102.8 103.6 102.7 103.4  102.0 

      6 105.4  102.9 103.7 102.5 103.6  103.6 

      7 104.3  102.7 103.3 102.4 103.8  103.9 

      8 103.8  102.3 102.9 102.0 103.7  103.7 

      9 104.2  102.9 103.4 102.7 104.6  104.5 

     10 102.1  101.0 101.3 100.9 102.9  102.8 

     11 100.8  99.9 100.2 99.8 101.9  101.4 

   12 100.0  100.0 100.0 100.0 100.0  100.0 

13 97.6  97.7 97.6 97.6 97.6  98.1 

 14 96.2  96.1 96.2 95.8 96.0  97.0 

     15 96.1  96.1 96.2 95.6 96.2  97.7 

16 96.4  96.3 96.5 95.7 96.3  98.4 

 (暫)17 97.2  96.8 97.1 96.1 97.0  99.5 

 (暫)18 98.2  97.6 97.9 96.8 97.8  101.1 

 

〈備考〉 

1. 国土交通省総合政策局情報管理部情報安全・調査課建設統計室資料による。 

2. 平成 17 年及び 18 年度は暫定値。 

3. 国土交通省所管土木総合は、「旧建設省所管土木Ⅰ」である。 
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